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１ 提言の趣旨 

・ 近年、国政選挙等に係る各世代の投票率は低下傾向にある。その中でも 10 代～ 

20 代の投票率は他の世代と比較して低い状況にあり、このことは本県においても 

同様の傾向を示している。 

 ・ 継続的な投票参加、投票率向上に向けては、個人の主権者意識を十分に醸成する

必要があると考えられ、本県では、県及び市町村の選挙管理委員会（以下「選管」

という。）や明るい選挙推進協議会（以下「明推協」という。）が中心となって主権

者教育のための出前授業や選挙時の啓発等に取り組んでいる。 

 ・ 主権者教育に関して国の動きを見ると、平成 30 年８月に文部科学省において「主 

権者教育推進会議」が設置され、学校、家庭、地域における主権者教育の推進方策 

等について検討が行われた。 

・ 主権者教育推進会議の「今後の主権者教育の推進に向けて（最終報告）」では、

主権者教育の充実に向けては、幼少期の頃から主権者としての意識を涵養するとと

もに、新学習指導要領に基づき、学校における働き方改革の観点を踏まえつつ、小・

中学校の段階からの指導の充実を図ることが重要であるとの言及がなされている。 

・ 「いわて県民計画（（2019～2028））第2期アクションプランにおいては、10の政策分

野における「Ⅲ 教育」に関連し、政策項目「【徳育】児童生徒の豊かな人間性と社

会性を育みます」の具体的推進方策として「主権者教育などによる社会に参画する力

の育成」を掲げており、学校においても主権者教育の取組が進められている。 

・ 本県では、平成28年6月19日に施行された公職選挙法改正による選挙権年齢の引

き下げを契機として、平成27年度以降、高等学校での出前授業が増加し、新型コロ

ナウイルス感染症の影響による影響もあるものの、毎年一定回数の啓発授業が開催

されている。 

・ しかしながら、小・中学校における出前授業の回数は低調となっている。 

・ こうした状況や学識経験者の意見なども踏まえ、県の明推協では、学校教育、特

に小・中学校における主権者教育の充実を図ることを目的として、令和５年度に県

明推協の委員及び岩手県教育委員会の職員を構成員とする「学校教育における主権

者教育に係るワーキンググループ（以下、WG という）」を設置した。 

 ・ WG では、県及び市町村の選管又は明推協（以下一体的な取組主体として記載す

る場合は「選管・明推協」と表記する。）による主権者教育の取組の実状や学校教

育の現場における現状等を共有するとともに、小・中学校における主権者教育をよ

り一層充実させるために必要な取組や、関係機関の役割分担等について検討を行っ

た。 

 ・ 本提言は合計４回に渡って行われた WG の検討結果をとりまとめたものであり、 

若年層の投票率の向上に向けた学校教育における主権者教育の充実について、県又 
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は市町村の選管や県教育委員会等の関係機関が取り組むべき事項について提言す 

るものである。 

 

なお、主権者教育については、いわゆる「広義の主権者教育」と「狭義の主権者教育」

に区分する考え方もあり、その定義は明確に定まってはいないものの東京都狛江市が作

成した「わかりやすい主権者教育の手引き」では、主権者教育について「広義の場合「教

育」で取り扱うすべてがその範疇であり、それゆえに、教育基本法の第一条では『教育

は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備

えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。』と謳われ、また、

狭義においては「投票支援」を中心とした「模擬選挙」「模擬投票」など選挙に関わる

ことを指すと言われます。」とされている。 

当 WG においては、主として学校教育現場における狭義の主権者教育（選挙の重要性、

選挙への積極的な参加、投票の方法、候補者の選択方法等を伝えることに主眼をおいた

主権者教育）の一層の充実に重点を置きつつ、狭義の主権者教育と広義の主権者教育は

本来一体的なものであるとの認識の下に議論を行ったところである。以下、選管・明推

協による主権者教育と記載されている場合には主として狭義の主権者教育を想定して

いる。 

 

２ 本県の主権者教育をめぐる現状と課題 

  本県では、県及び市町村の選管のほか、教育、文化、報道など各種団体の関係者及 

び学識経験者によって構成される任意団体「明るい選挙推進協議会」が投票率向上に 

向けた主権者教育に取り組んでいる。また、学校教育の現場においても新学習指導要 

領に基づき、主権者教育の取組が行われている。以下、それらの取組状況や課題を記 

載する。 

(1) 県及び市町村の選管・明推協による主権者教育の現状と課題 

【現状】 

  ・ 現在実施している選管・明推協による主権者教育の主な取組として、学校にお

いて行う出前授業「明るい選挙啓発授業」がある（以下、「啓発授業」という）。 

・ 当該取組は、将来の有権者である児童、生徒等に子どもの時期から選挙や政治 

に関心をもってもらうため、平成 18 年度から実施している。 

・ 内容は、選挙の意義や仕組み等を学ぶための講義に加え、実際の投票箱等を使 

用した模擬選挙などを行っている（参考資料：「明るい選挙啓発授業資料」を参 

照）。 

・ 県及び市町村の選管・明推協が実施した啓発授業のこれまでの取組実績は表１

のとおり。 
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 【表１ 明るい選挙啓発授業の実施実績（延べ回数、延べ人数）】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本県では、平成 18年度から平成 22年度までは小・中学校でのみ実施されて 

いたが、平成 24年度から高等学校においても実施されるようになった。 

・ その後、平成 27 年６月に公職選挙法等の一部を改正する法律が公布され、満 

18 歳以上となった者の選挙参加が可能となった。この法改正をきっかけに、高等

学校における実施が増加し、現在は高等学校での実施実績が最も多い状況である。  

【課題】 

・ 本県では、表１のとおり高等学校に比べて小・中学校における啓発授業の実施

実績が少ない状況にある。加えて、全国との比較においても、小・中学校での取

組が少ない。 

・ 例えば、令和４年度における小学校での啓発授業の実施実績について、全国で

最も多い東京都や愛知県では 100 校を超えているが、岩手県は４校であり、全体

で 28 番目となっている（参考資料：「令和４年度選挙管理委員会による主権者教

育等に関する調査報告書」を参照）。 

・ 前述の「今後の主権者教育の推進に向けて（最終報告）」においては、以下の

とおり、小学校・中学校からの体系的な主権者教育の充実を図ることの重要性に

ついて触れられているほか、WG での議論においても、市島構成員から小・中学

校での取組の重要性、特に小学校からが重要であるとの見解が示され（高校生や

中学生の投票意欲には親の投票習慣が影響するため、小学生の段階で主権者教育

を行うことが最も効果的と考えられる）、本県においても、小・中学校における

主権者教育取組の拡大を図っていく必要がある（参考資料：「地方自治体と大学

との連携による主権者教育の意義とその効果」「中学校段階における主権者教育

の効果と展望」を参照）。 
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文部科学省「今後の主権者教育の推進に向けて（最終報告）」より抜粋 

○ 新学習指導要領の改善方針について審議した中央教育審議会の答申（「幼稚

園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び

必要な方策等について（答申）」平成 28 年 12 月 21 日中央教育審議会 以下「答

申」という。）では、議会制民主主義を定める日本国憲法の下、民主主義を尊

重し責任感をもって政治に参画しようとする国民を育成することは学校教育

に求められる極めて重要な要素の一つであり、満 18 歳への選挙権年齢の引き

下げにより、小学校・中学校からの体系的な主権者教育の充実を図ることが重

要であるとされた。 

○ 具体的には、国家・社会の基本原理となる法や決まりについての理解や、政

治、経済等に関する知識を習得させるのみならず、事実を基に多面的・多角的

に考察し、公正に判断する力や、課題の解決に向けて、協働的に追究し根拠を

もって主張するなどして合意を形成する力、よりよい社会の実現を視野に国

家・社会の形成に主体的に参画しようとする力を育成することが重要とされて

いる。また、これらの力を教科等横断的な視点で育むことができるよう、教科

等間相互の連携を図っていくことが重要であるとして、小学校・中学校の社会

科、高等学校の地理歴史科、公民科等はじめ、家庭科や特別活動等における指

導内容の充実が求められた。 

(2) 学校教育における主権者教育の現状と課題 

【現状】 

  ・ 学校における主権者教育の取組状況について、令和４年度に市島構成員が県内 

の各学校を対象に実施した「岩手県内の小学校・中学校、高等学校における主権 

者教育に関する調査」によれば、回答があった学校のうち、小学校（回答 160 校）、 

中学校（回答 84校）、高等学校（回答 99校）のいずれも６割以上が「主権者教 

育を実施している」と回答している（参考資料：「令和５年３月実施 岩手県内 

の小学校・中学校、高等学校における主権者教育に関する調査 結果概要」を参 

照）。 

  ・ 上記の回答があった学校のうち、半数以上が社会科や公民科の中で実施してい 

る状況であり、小学校段階であれば民主主義や選挙の仕組み等を学習している傾 

向にあるが、高等学校に近づくにつれ、模擬選挙等の実践的な内容を扱うケース 

が多くなっている。 

・ このほか、菊地構成員や七木田構成員からも学校における主権者教育の取組状 

況が共有され、学校教育においては、令和２年４月から運用が開始された新学習 

指導要領に基づき、社会科や公民科をはじめ、教科横断的な視点で取組を行うこ 

とにより、主権者として必要な資質・能力を育むことができるという前提のもと 

授業が実施されているところである。 
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  ・ 教員の勤務状況について、教員は担当科目の授業のほか、学校行事や会議、部 

活動等の様々な業務に対応しなければならない状況にある。 

    また、外国語教育やプログラミング教育等の新たな科目の導入、個別支援が必 

要な児童・生徒や保護者への対応等による時間外勤務や土日業務の常態化が問題 

視されている状況にある。 

【課題】 

 ・ 現行学習指導要領では、上述のような主権者教育の実施が想定されているが、 

  教員は授業や学校行事の準備、部活動など非常に多くの業務に対応しなければな 

  らない状況にあり、主権者教育に注力することが難しい場合がある。 

・ 前述のとおり現行学習指導要領では、教科横断的な視点で児童・生徒の主権者 

としての資質を育むため、各教科間相互の連携が重要とされていることから、教 

員に、これらを含め、主権者教育の重要性をより一層深く理解してもらい、より 

積極的に主権者教育に取り組んでもらう必要がある。 

    ・ また、「いわて県民計画（2019～2028）第２期アクションプラン」においては、

10 の政策分野における「Ⅲ 教育」に関連し、政策項目「【徳育】児童生徒の豊

かな人間性と社会性を育みます」の具体的推進方策として「主権者教育などによ

る社会に参画する力の育成」を掲げており、その指標として「社会の動きや出来

事に関するニュースに関心がある児童生徒の割合」（県学習定着度状況調査及び

県意識調査による。）を設定しているが、令和４年度に公表された同指標の実績

値を見ると、小・中学生と比較し、高校生で割合が低い状況である。 

  ・  上記のほかにも指標「自分の住む地域が好きだと思っている児童生徒の割合」

があり、こちらも小学生が最も高い割合を示し、中学生、高校生の順に割合が低 

下している。 

  ・ 前述のとおり小学校、中学校、高等学校における主権者教育の取組状況は、い 

ずれも６割以上が実施しているということではあるが、発達段階に応じて主権者 

として身に付けるべき資質が養われ、児童・生徒の地域や社会に対する関心を高 

められるよう学校における主権者教育の「質」を向上させていくことが必要であ 

ると考えられる。 

(3) 市町村選管における取組の現状と課題 

【現状】 

・ 選管・明推協による主権者教育に積極的に取り組んでいる市町村がある一方で、

職員体制の制約などもあり市町村選管での取組状況には差が見られる。 

・ 小・中学校は学校数が多いため、県選管だけでなく、各市町村の選管が啓発授

業等の取組を主体的に実施していくことが求められる。 
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・ しかし、多くの市町村において、選管の職員が他部署の業務を兼務しているた

め、職員体制を理由に啓発授業を実施したことのない市町村が多い状況である。 

  ・ 例えば、令和元年度から令和５年度までにおいて、小・中学校、高等学校、大 

学等のいずれにおいても啓発授業を実施したことがない市町村は 14 市町村ある。 

  ・ また、現在、小・中学校における啓発授業等の主権者教育に取り組んでいない 

市町村は 25 市町村あり、それらの市町村に対して小・中学校における今後の取 

組方針を調査したところ、18 市町村から「取り組むのは難しい」旨回答があっ 

た。 

  ・ 「取り組むのは難しい」旨回答があった市町村からは「小・中学校における主 

権者教育のノウハウがなく、また、ノウハウを習得するために人員を割くことも 

困難」といった意見が挙げられている。 

【課題】 

人手不足等、個々の市町村が抱える課題や実情を踏まえながら、市町村が担うべき役

割を示しつつ、県はどのような支援を行っていくべきか、検討する必要がある。 

 

３ 課題の対応方向に係る検討 

WG では前述の課題への対応のため、以下の３つの項目について検討した。 

(1) 小学校の実情に応じた主権者教育の取組メニューの検討 

(2) 教員に対する既存の授業と主権者教育の関連性・重要性を再認識してもらうた 

めの啓発・広報の検討 

(3) 明るい選挙啓発授業等の主権者教育の取組拡大に係る市町村選管の役割（在り 

方）の検討 

 

なお、前述のとおり、市島構成員の主権者教育に係る調査研究では、主権者教育は 

小学校の段階において実施することが最も効果的との分析がなされていることを踏ま 

え、WG では小学校における取組を中心に検討を行い、提言をとりまとめた。 

WG での検討結果の要旨は以下のとおりである。 

 
(1) 小学校の実情に応じた主権者教育の取組メニューの検討 

 ・ 個人の主権者意識の効果的な醸成には、人格形成の基礎が培われる小・中学校

からの取組が重要と考えられ、本県では小・中学校における取組の実施拡大を図

っていく必要がある。 

  ・ このため、県及び市町村の選管・明推協による啓発授業等の取組をより多くの

学校において実施していくことが必要である一方、選管による取組だけでは実施

回数や授業を受けることができる児童・生徒数に限界がある。 
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  ・ 選管による啓発授業のみならず、教員自らが学校の授業の中で充実した主権者

教育を展開できれば、より多くの児童・生徒に主権者教育を行うことが可能とな

る。 

  ・ 主権者教育は、現行学習指導要領に基づき学校現場でも取り組みが求められて

いるが、教員は多忙な状況にあり、その中で、啓発授業等の主権者教育に係る取

組を企画・実施することは負担となる場合がある。 

  ・ 主権者教育の取組について、複数の選択肢を用意の上、教員に示すことで、学

校の実情に応じた取組が可能となり、教員が主権者教育の充実に取り組む際の負

担軽減につながると考えられる。 

 

(2) 教員に対する既存の授業と主権者教育の関連性・重要性を再認識しても 
らうための啓発・広報の検討 

  ・ 児童・生徒の主権者意識は、短期的に養えるものではなく、日頃から地域や社 

会、政治等に関心を持って生活するなど長期的な視点が必要である。 

  ・ 特に、教員は児童・生徒に接する機会が多いことから、教員が主権者教育の重

要性を理解の上、児童・生徒に対して働きかけを行うことは、児童・生徒の主権

者としての資質を発達させるために非常に重要と考えられる。 

  ・  高等学校の場合、３年生の段階で有権者となり、実際に選挙を経験する機会が 

出てくるため、主権者教育の必要性を理解しやすい。 

 ・  一方、小・中学校の場合、児童・生徒が有権者となるまで数年の期間があり、

主権者教育の必要性を喫緊のものとして捉えにくい可能性がある。 

  ・ 前述の市島構成員が実施した主権者教育の取組状況の調査において、各学校の 

   啓発授業の認知度を調査したところ、高等学校の教員においては「よく知ってい 

る」と回答した割合が約８割となった一方、中学校では約２割、小学校では約１ 

割となった。 

   ・ また、上記調査において小学校の教員から「小学生には難しい・早い」旨の回

答があり、小学校における主権者教育の取組の充実に向けては、このような認識

を変えていく必要があると考えられる。 

  ・  なお、前述のとおり、本提言では、投票率向上に係る主権者教育の取組を中心

に述べているが、学校教育における主権者教育は、投票参加のみならず、他者と

の協働や合意形成など、社会の構成員の一人として身につけるべき力を養うもの

といったより広い意味で捉えて学習課程が編成されている。 

・ このため、教員に対する啓発・広報を検討するにあたっては、学校における各

授業を通じて、児童・生徒が上記のような主権者としての力を身に付け、ひいて

は投票率の向上につながることを理解してもらえるよう取組を検討する必要が

ある。 
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(3) 明るい選挙啓発授業等の主権者教育の取組拡大に係る市町村選管の役割 
（在り方）の検討 

  ・ 本県では、既に単独で啓発授業等の取組を実施している市町村がある一方、単

独での実施経験がない市町村が多い状況である。 

・ 実施経験がない場合、取組のノウハウが蓄積されず、啓発授業の実施や学校の

新規開拓に向けた働きかけ等の取組につながらない。 

・ しかしながら、学校数の多い小・中学校への取組拡大を進めていくためには、

主体的に取組を実施することが可能な市町村を増やしていくことが必要であり、

市町村主体の取組が可能となることで、より地域に根差した取組が可能になるも

のと考えられる。 

・ このため、人手不足等、個々の市町村が抱える課題や実情を踏まえながら、市

町村が担うべき役割を示しつつ、県はどのような支援を行っていくべきか、検討

する必要がある。 

４  関係機関への提言 

  ３での検討に基づき、前述した課題の解決に向けては、県明推協、県選管及び県教

育委員会が連携の上、進めていくべき取組として、以下のとおり提言する。 

(1) 小学校における主権者教育の取組メニューの整備について 

・ 啓発授業や教員が行う授業の中で実施する主権者教育の取組等、複数の取組を 

メニュー化することにより、学校の実状に応じ、また、教員の負担に配慮したか 

たちで主権者教育を展開することを可能とするよう提言する。 

  ・ 取組メニューは教員に活用してもらうことを想定するため、取組を実施する際 

の具体的な流れや必要な時間数等の取組内容が分かる「授業の展開例」を作成し、

教員が容易に授業に活用でき、また、授業内容をイメージしやすいものとする必

要がある。 

   ・ 取組メニューを作成する際は、全体として、見やすさ、分かりやすさに配慮し、

教員の見る・読むことに対する負担を軽減しつつ、興味・関心を持ってもらえる 

ような内容を工夫する必要がある。 

・ 社会科等の教科を通じて選挙を学習していない学年であっても実施可能な内容

を検討することで、より柔軟に取組を選択することができると考えられる。例え

ば、給食のメニューを題材とした投票を行い、それが実際の給食に反映されるこ

とを通じて、投票を体験することなど。 
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＜選択肢の例＞ 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記例は、選択肢として考えられる取組を例示したものであり、具体的な内容は以下

のとおり。 

【１ 選管による出前授業型】 

  ・ 選管による啓発授業を実施するものである。 

・ 選挙制度に関する講義や模擬投票を実施する。 

・ 学校によって割り当てられる時間や希望する実施内容が異なる場合が想定され

るため、時間数や実施内容に応じた複数の選択肢を整理する必要がある。  

  ・ １時間、２時間といった時間の割り当てができない場合を想定し、例えば社会

科の選挙の単元を学習する際に、選管の職員をゲストティーチャーとして派遣す

る選択肢を用意するなど柔軟に対応することが可能であることを示したい（例え

ば、ゲストティーチャーは教員の代わりに選挙の説明を 10 分程度で行うなど、

授業のサポートを行うことを想定する）。 

【２ 啓発用教材活用型】 

 ・ 選挙制度や選挙の意義等をまとめたプリントなどの教材を作成するものであり、

教員が生徒に配付するなど授業内で活用することを想定したものである。 

   ・ 親世代に対する啓発を目的として、宿題形式の教材を作成し、児童・生徒から

親に対して働きかけるような教材を作成することも効果的と考えられる。 

・ 取組事例として、愛知県選管では、啓発授業を受けた児童・生徒に対して宿題

形式のアンケートを行い、親との会話を促進する取組を実施している（参考：愛

知県選管のアンケート調査）。 

【３ 投票用機材等貸出型】 

  ・ 実際の選挙で使用している投票箱等の機材を学校に貸し出すものである。 

・ 啓発授業の際は、市町村の選管の投票機材を使用して模擬投票を実施している

が、これを学校の授業や児童会・生徒会役員選挙に貸し出すなどすることで選挙

を身近に感じてもらう取組である。 
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【４ その他（ポスターコンクールや授業参観、児童・生徒会選挙等の活用）】 

  ・ 県明推協が毎年開催している「明るい選挙啓発の作品募集や授業参観と連動し

て啓発授業を実施するものである。 

・ １～３に併せて当該コンクールへの応募を促したり、クラス全員でコンクール

に応募するに当たり、事前学習として１～３の取組と組み合わせるなどが考えら

れる。 

・ 啓発授業は通年で実施を受け付けているため、上記ポスターコンクールの作品

を募集する際は、作品募集の通知と併せて啓発授業の実施についても学校に周知

をする必要がある。 

・ また、児童・生徒だけでなく保護者（親世代）への啓発という観点から、啓発

授業を授業参観に合わせて実施することや、啓発授業について、希望する保護者

が見学可能とすることも効果的と考えられる。 

・ 授業参観等の機会を活用し、選管がゲストティーチャーとして授業を実施する 

などの方法を採ることで、親子への啓発と学校の負担軽減を両立できる可能性が 

ある。 

・ このほか、児童会・生徒会選挙と啓発授業を連動して実施することも効果的と

考えられ、学校で行われる選挙と実際に社会で行われる選挙が同じものだと理解

してもらうことでより高い教育効果が期待できる。 

・ 上記いずれも取組メニューの選択肢として整理するとともに、後述の教員に対

する啓発・広報においても、積極的に取り上げ周知していきたい。 

 (2) 教員に対する主権者教育の重要性等の啓発・広報について 

  ・ 小学校段階での主権者教育を推進していくためには、教員が小学校段階におけ

る主権者教育の重要性について理解を深めなければならないことから、教員に対

する啓発・広報にも取り組んでいく必要がある。 

    ・  また、学習指導要領に基づく授業は、各教科の枠を通じて主権者としての資質 

発達につながるものとされていることから、主権者教育と各教科の関係性につい 

て理解を深めてもらう必要がある。 

  ・ 具体的には、教員向けに、主権者教育の必要性、(1)の取組メニューなどを概 

括的に把握できるワンペーパーの資料を作成し、教員への啓発、広報に活用する。 

・ 啓発用資料の内容は、主権者教育の意義のほか、小学校段階における主権者教 

育の重要性や学習指導要領と主権者教育の関連性について理解を深める内容に

するとともに、前述の取組メニューの紹介等を想定する。 

  ・ 啓発用資料は、啓発授業を実施する際の通知と併せて配付するほか、学校長や

教員が参加する各種会議等における効果的な配付方法等について検討していく

必要がある。 

  ・ 啓発用資料は教員だけでなく、市町村選管に対して主権者教育への取組を促す

際にも活用が可能と考えられる。 
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(3) 市町村選管の役割と今後のロードマップの整理 

    ・ 学校における主権者教育の充実に向けては、啓発授業等の取組を各学校に広げ 

ていくことが重要である。その際は、他県の状況なども参考に、例えば、高等学

校については県選管が、小中学校については市町村選管が対応する、といったよ

うな役割分担が必要と考えられる。 

・ しかし、前述のとおり、市町村によって職員体制、主権者教育の取組状況など

は異なっており、市町村選管の役割を整理したうえで、段階的に啓発授業等の増

加に取り組むことが必要である。 

・ その際は、市町村選管の意見や課題にも配慮しながら、実施に向けた取組を検

討していく必要がある。 

・ 県明推協や、県選管は前述の取組メニューを整備して市町村へ共有するととも

に、市町村の職員体制や現行の取組状況を踏まえたロードマップを作成し、段階

に応じて市町村が担うべき役割を示していく必要がある。 

  ・ ロードマップの作成にあたり、まずは既に小学校において啓発授業に取り組んで

いる市町村の事例を整理しながら、啓発授業のマニュアル化することが必要と考えら

れる。 

 ・ 啓発授業の実施経験がない市町村はどのような準備が必要なのか、実際の授業で

はどのようなことを伝える必要があるのか等、実施に係る具体的な情報が不足してい

ると考えられるため、準備から実施までの取組等をマニュアル化することで負担が軽

減されると思われる。 

  ・ 例えば、滝沢市では例年、市内のほぼ全ての小学校において啓発授業を実施して

おり、授業方法や学校への働きかけ等参考になりうる。また宮古市や花巻市におい

ても小学校で啓発授業を実施していることから、実績のある市町村の取組を参考に

啓発授業のマニュアル化や共通教材の整備などを進めていく必要がある。 

  ・ 啓発授業に取り組む市町村の段階的な増加に向けては、現在、取組実績がない市 

町村に対しては、他の市町村や県選管が実施する啓発授業を参観してもらうことや、 

研修の開催などにより、イメージを掴んでもらうなどの取組も必要と考えられる。 

  ・ 体制上、市町村単独での対応が難しい場合には、他の市町村との連携や、県選管

（県選管出張所を含む）との連携での対応についても検討していく必要がある。例

えば、県選管あるいは県選管出張所が講師として対応することとし、実施に係る学

校との調整や模擬投票等の準備を市町村が対応するといった役割分担が可能である

ほか、総務省の主権者教育アドバイザーの活用も効果的であると考えられる。 

  ・ また、小学校における取組拡大を円滑に進めていくには、小学校を所管する市町

村教育委員会と市町村選管の連携が必要と考えられるため、ロードマップには、上

記２者の連携促進の必要性についても盛り込んでいくべきと考える。 
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(4) 県教委（教育事務所）と連携した取組メニューの展開 

・ (1)の取組メニュー完成後は、(2)の教員への啓発を行いながら、実際に学校に

おいて取組メニューに基づき取組を進めていくことが想定される。 

・ 通常、啓発授業は学校からの申込に応じて実施するが、県教育委員会と連携し、

学校の新規開拓を図りながら、実践するよう努められたい。 

  ・ 具体的には、各教育事務所に対して試行的に実施する学校の選定を依頼し、選

定された学校において取組メニューにある取組を実施する方法が考えられる。 

  ・ 試行と、教材や授業の改善、教員による見学などを並行して行うとともに、試

行を実施する学校の段階的な増加に取り組み、実績の増加を図るほか、取組メニュ

ーのフィードバックをメニューや教材に反映するなど、ブラッシュアップを図るこ

とが望まれる。 
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代表者の役割

12

14



選挙の役割を整理しよう

【有権者の役割】
自分の意見を議会で主張
してくれる候補者を選び
（＝選挙）、自分の意見
を政策として実現しても
らう。

13

選挙では、有権者、候補者（代表者・
政治家）の両方に役割がある！

【代表者（政治家）の役割】

有権者の意見（公約）を議
会で主張し、有権者の意見を
政策として実現する。

有権者の代理人としての役割

選挙を通じて政治に参加
すること

「権利」であると同時
に、国家・社会の一員と

しての「責務」

私たちは「有権者」

14

15

選挙運動について

選挙運動とは？

16

特定の選挙について、特定の候補者の
当選を目的として、投票してもらうた
めの直接又は間接的な活動

選挙が公正に行われるよう、一定のルール
が定められている。

注意しよう！

・選挙運動が出来るのは18歳から！
→17歳の人が友人や親戚に投票
を依頼することは禁止

・インターネット上での選挙に関する発
言が選挙運動になることがある！

→例えば、「X（旧ツイッター）の「再
投稿（リツイート）」は選挙運動に該当
する可能性が高いと言われている。

17

禁止されている選挙運動

18

○戸別訪問

○飲食物の提供○買収

○人気投票の公表

15



19

本日は模擬投票を
やってみます。

自分の意見と一致する
候補者の見つけ方

20

１ 候補者の公約（＝約束）
を知る

公約を知るために…

21

新聞・テレビ

公約を知るために…

22

街頭演説 駅前などで、候補者が
有権者へ直接政策を訴
えるもの。

政見放送 候補者や政党が、テ
レビ等で自身の政策
や主張を述べる。

公約を知るために…

23

ホームページ・SNSなど

公約を知るために…

24

選挙公報

16



自分の意見と一致する
候補者の見つけ方

25

１ 候補者の公約（約束）を
知る

２ 公約を評価する

争点

26

選挙で議論される政策（テーマ）

政策の優先順位を決めよう

27

争点：暮らし、雇用、高齢者、子育て
若者、防災

優先順位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

争点

内丸　潤 （ 　点×５）（　 　点×４）（　 　点×３）（　　 　点×２）（　　 点×１） 点 位

石神　いずみ （ 　点×５）（　 　点×４）（　 　点×３）（　　 　点×２）（　　 点×１） 点 位

小本川　こうた（ 　点×５）（　 　点×４）（　 　点×３）（　　 　点×２）（　　 点×１） 点 位

順位

候
補
者

政　 　策 総合評価

合計

28

暮
ら
し

高
齢
者

雇
用

29

子育て

雇用

若者

30

防災

暮らし

高齢者

17



各候補者の公約を評価しよう

・ぜひ実現してほしい ＝３点

・できれば実現してほしい ＝２点

・優先順位はさほど高くない＝１点

・ふれていない ＝０点

31

もし、同点になったら…

32

・優先順位の高い政策の得点が高い方

・ふれていない政策が少ない方

など、自分で考えて決めよう！

自分の意見と一致する
候補者の見つけ方

33

１ 候補者の公約（約束）を
知る

２ 公約を評価する
３ 投票する候補者を決める

自分の意見と一致する
候補者の見つけ方

34

１ 候補者の公約（約束）を
知る

２ 公約を評価する
３ 投票する候補者を決める
４ 投票に行く

模擬投票！

35

模擬投票と開票作業

投票の流れ

36

18



選挙クイズ！ 第１問

37

ア 約１億円

イ 約５億円

ウ 約11億円

Q 令和５年９月３日に行われた岩手県知事・岩
手県議会議員選挙の予算はおよそいくら？

選挙クイズ！ 第１問

38

A ウ 約11億円

・投票用紙の印刷、輸送

・投票所や開票所の設置

・選挙公報の印刷経費

・立候補者の使用する選挙運動用自動車な

どの選挙運動費用の一部 など…

選挙クイズ！ 第２問

39

ア 31.14％

イ 41.39%

ウ 68.10％

エ 72.58%

Q 令和５年９月３日執行の岩手県知事選
挙の18歳～19歳の投票率は？

選挙クイズ！ 第２問

40

A イ 41.39％

ア 31.14％ →20歳～24歳

イ 41.39% →18歳～19歳

ウ 68.10％ →60歳～64歳

エ 72.58% →70歳～74歳

※抽出調査による推計値

選挙クイズ！ 第３問

41

ア 65名
イ 75名
ウ 85名

Q 令和５年９月３日執行の岩手県議

会議員選挙の全選挙区の候補者数は？

選挙クイズ！ 第３問

42

A ア 65名

ちなみに、岩手町を含む八幡
平選挙区（定数２名）には３

名の候補者が立候補した

19



ちなみに、
投票日に投票所に

行けない場合は・・・

43

様々な投票制度

44

投票日に用事があって投票へ行けない

➡ 期日前投票

選挙期間中、出張や入院で投票へ行けない
（選挙権がある市町村にいない場合）

➡ 不在者投票

45

仕事等で海外に住んでいる

➡ 洋上投票制度

船に乗って遠くの海で仕事をしている

➡ 在外投票制度

南極地域観測隊として南極にいる

➡ 南極投票制度
46

18歳になったら、
みんな投票できる！

↓
かと、思いきや…

47

「住民票」
を確認しましょう！

今住んでいる住所地に住民票がある

３ヶ月以上
住んでいる

今住んでいる住所
地で投票できる

YES

YES

住民票を移して３ヶ月
経っていない場合は、
引っ越す前の旧住所地で
投票することができます

NO

NO

48

住民票はどうやって移すの？

引越し前

①転出届を提出し、
転出証明書を受け取
る

今住んでいる住所地の
市町村で

引越し後

②転出証明書を添え
て、転入届を提出

新しく住む住所地の
市町村で

20



開票結果 発表！

49

公約を評価するポイント

50

１ 具体的ですか？
→何をやってくれますか？

２ 耳当たりのよいことばかりで
はないですか？

→本当に実現できますか？
３ 予算の裏付けはありますか？
→費用はどうしますか？

投票した後も大事!

51

選挙は投票して終わりではあ
りません！

選挙後は、当選した代表者の
働きぶりを必ずチェック！
→ちゃんと有権者の思いを実
現しようとしているか？

投票した後も大事!

52

次の選挙で代表者＝政治家を
評価する

選挙の大切な
役割のひとつ

制定年
（実施年）

資 格

1889
（1890）

直接国税１５円以上収めた、２５歳以上の
男子

1925
（1928）

２５歳以上の男子 ※税の制限なくなる

1945
（1946）

２０歳以上の男子・女子 ※女性が選挙権獲得

2015
（2016） １８歳以上の男子・女子

選挙の歴史～選挙権の拡大～

７０年ぶりの拡大

でも…
どうして18歳以上に
引き下げられたの？

54

21



・若い世代に政治や社会
に関わってほしいから
・世界の選挙権の流れ
（全体の92％が18歳）

55 56

最近の選挙と
投票率

57

＜投票率＞
R5.9.3
岩手県
知事選挙
56.63％

県議会議員選挙
56.08％

58

20

30

40

50

60

70

80

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

18・19 20前 20後 30前 30後 40前 40後 50前 50後 60前 60後 70前 70後 80

知事選 年齢別投票率と有権者数及び投票者数

有権者数

投票者数

投票率

投票率（％）

年代

人数（人）

59

＜投票率＞
R4参院選
岩手県
55.38％
↓

過去最低の
投票率

60

若者の投票率が低いことによる影響

若者の投票率

が低い

若者の意見を

代弁する候補者

が当選しない

若者の意見が政治

に反映されない

政治への

無関心
悪循環

22



自分の未来を守るために選挙に行こう！

選挙は…
・ 選挙は代表者を選ぶための「手段」で
あって投票することが「目的」ではありま
せん。

・ 自分の投票した１票が生かされているか
しっかりとチェックしましょう。

・ 皆さんの意見を政策として実現し、社会
をより良くするための大切な機会です。

61 62

Twitter、Facebookもチェックしてね！
アカウント名：iwateken_senkan

または
「岩手県選挙管理委員会」で検索

23
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地方自治体と大学との連携による主権者教育の意義とその効果

地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義
と 

そ
の
効
果

市　
　

島　
　

宗　
　

典

一　

は
じ
め
に

　

二
〇
一
五
年
六
月
に
公
職
選
挙
法
が
改
正
さ
れ
、
二
〇
一
六
年
の
参
議
院
議
員
通
常
選
挙
か
ら
一
八
歳
選
挙
権
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。

一　

は
じ
め
に

二　

先
行
研
究

三　

本
論
文
の
位
置
づ
け

四　

調
査
対
象
と
な
る
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

五　

地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
効
果

六　

地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義

七　

結
論

八　

お
わ
り
に

27
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こ
れ
ま
で
日
本
で
は
充
分
な
主
権
者
教
育
が
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
一
八
歳
選
挙
権
の
実
現
に
よ
り
、
そ
の
必
要
性
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ

プ
さ
れ
て
い
る
。

　

近
年
の
各
種
選
挙
に
お
け
る
投
票
率
の
低
下
に
対
し
、
日
本
学
術
会
議
は
、
初
等
中
等
教
育
に
お
け
る
主
権
者
教
育
重
視
へ
の
転

換
お
よ
び
生
涯
学
習
と
し
て
の
主
権
者
教
育
の
体
制
の
確
立
を
提
言（

（
（

し
た
。
ま
た
、
一
八
歳
選
挙
権
の
実
現
に
伴
い
、
主
権
者
教
育

の
必
要
性
が
叫
ば
れ
始
め
、
文
部
科
学
省
も
総
務
省
と
連
携
し
、
高
等
学
校
に
お
け
る
主
権
者
教
育
用
副
教
材（

（
（

を
作
成
し
た
。
わ
が

国
に
お
い
て
主
権
者
教
育
の
議
論
が
急
激
に
高
ま
り
、
そ
の
手
法
を
ど
う
す
べ
き
か
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
こ
と
は
社
会
的
な
要

請
で
あ
り
、
か
つ
、
急
務
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

日
本
に
お
い
て
は
、
主
権
者
教
育
の
手
法
を
理
論
的
背
景
か
ら
検
討
し
た
も
の
は
ほ
ぼ
な
い
の
が
現
状
で
あ
り
、
小
中
高
そ
れ
ぞ

れ
の
レ
ベ
ル
別
に
主
権
者
教
育
の
手
法
を
開
発
し
、
そ
の
内
容
が
広
く
社
会
に
普
及
し
、
実
践
さ
れ
る
よ
う
に
な
れ
ば
、
よ
り
効
果

的
に
主
権
者
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
さ
ら
に
将
来
的
に
は
、
昨
今
危
惧
さ
れ
て
い
る
若
年
層
の
政

治
参
加
の
低
下
を
解
決
に
導
く
可
能
性
が
あ
る
も
の
と
期
待
さ
れ
る
。

　

し
た
が
っ
て
本
論
文
で
は
、
こ
れ
ま
で
地
方
自
治
体
と
大
学
と
が
連
携
し
て
主
権
者
教
育
の
手
法
を
開
発
し
、
実
施
し
て
き
た
経

験
を
ふ
ま
え
、
そ
の
効
果
の
検
証
を
試
み
、
そ
の
意
義
に
つ
い
て
考
え
て
い
く
こ
と
に
し
た
い
。

二　

先
行
研
究

　

こ
れ
ま
で
行
わ
れ
て
き
た
主
権
者
教
育
に
関
す
る
研
究
を
俯
瞰
し
て
み
る
と
、
中
学
校
や
高
等
学
校
の
教
員
が
中
心
と
な
っ
て
主

権
者
教
育
に
当
た
る
授
業
の
事
例
を
紹
介
し
て
い
る
も
の
（
杉
浦　
二
〇
〇
八
年
、
杉
浦　
二
〇
一
三
年
、
日
本
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
教
育

フ
ォ
ー
ラ
ム　
二
〇
一
五
年
、
橋
本　
二
〇
一
四
年　
等
）、
海
外
の
主
権
者
教
育
の
事
例
を
紹
介
し
て
い
る
も
の
（
北
山　
二
〇
一
四
年
、

28
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ビ
ー
ス
タ　
二
〇
一
四
年
、
長
沼
・
大
久
保　
二
〇
一
二
年 

等
）
が
多
数
で
あ
り
、
主
と
し
て
教
育
学
の
領
域
で
行
わ
れ
て
き
た
も
の
で

あ
る
。

　

政
治
学
の
領
域
で
は
、
政
治
参
加
や
政
治
的
社
会
化
と
い
っ
た
議
論
の
中
で
、
若
年
層
の
投
票
率
は
な
ぜ
低
い
の
か
と
い
う
観
点

か
ら
若
年
層
の
政
治
意
識
を
研
究
の
対
象
と
し
て
き
た
が
、
有
権
者
と
な
る
前
の
小
中
高
生
を
対
象
と
し
て
、
投
票
意
欲
を
涵
養
さ

せ
る
た
め
の
主
権
者
教
育
の
手
法
を
具
体
的
に
検
討
し
て
き
た
事
例
は
か
な
り
限
ら
れ
て
い
る
（
築
山
・
小
林　
二
〇
一
一
年
）。

　

主
権
者
教
育
の
主
な
目
的
は
、
有
権
者
と
な
る
前
の
若
年
層
に
対
し
て
投
票
す
る
こ
と
の
意
義
を
伝
え
、
積
極
的
に
政
治
に
参
加

す
る
有
権
者
を
育
て
て
い
く
こ
と
で
あ
り
、
こ
の
こ
と
は
、
政
治
学
の
領
域
に
お
い
て
も
必
要
不
可
欠
な
論
点
で
あ
る
と
考
え
る
。

三　

本
論
文
の
位
置
づ
け

　

本
論
文
で
研
究
の
対
象
と
し
て
い
る
愛
知
県
に
お
い
て
は
、
二
〇
〇
五
年
度
よ
り
、
若
年
層
に
対
す
る
選
挙
啓
発
事
業
の
一
環
と

し
て
、
県
選
挙
管
理
委
員
会
お
よ
び
市
町
村
選
挙
管
理
委
員
会
が
模
擬
投
票
を
用
い
た
主
権
者
教
育
を
「
選
挙
出
前
ト
ー
ク
」
と
し

て
実
施
し
て
い
る（

（
（

。

　

本
論
文
で
は
、
筆
者
お
よ
び
筆
者
が
担
当
す
る
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
に
所
属
す
る
学
生
が
、
愛
知
県
豊
田
市
選
挙
管
理
委
員
会
と
連
携
し

て
開
発
お
よ
び
実
施
し
た
模
擬
投
票
を
軸
と
し
た
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
対
象
と
し（

（
（

、
中
で
も
最
も
実
施
量
が
多
い
、
小
学
校

に
お
け
る
主
権
者
教
育
を
分
析
の
対
象
と
す
る
。

　

具
体
的
に
は
、
ま
ず
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
受
講
児
童
を
対
象
と
し
て
実
施
し
た

事
前
意
識
調
査
お
よ
び
事
後
意
識
調
査
の
結
果
を
取
り
ま
と
め
、
そ
の
効
果
を
検
証
す
る
。
さ
ら
に
、
主
権
者
教
育
を
受
け
入
れ
る

側
の
小
学
校
の
担
当
教
員
、
お
よ
び
、
主
権
者
教
育
を
提
供
す
る
側
の
地
方
自
治
体
（
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
）
に
対
す
る
ア
ン

29
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ケ
ー
ト
調
査
を
ふ
ま
え
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
で
、
主
権
者
教
育

の
今
後
の
課
題
を
探
っ
て
い
く
こ
と
に
し
た
い
。

四　

調
査
対
象
と
な
る
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム（

（
（

　

本
論
文
が
対
象
と
す
る
、
豊
田
市
選
挙
管
理
委
員
会
が
主
管
で
二
〇
一
六
年
度
中
に
実
施
し
た
「
選
挙
出
前
ト
ー
ク
」
は
、
二
〇

一
六
年
一
一
月
二
八
日
か
ら
二
〇
一
七
年
二
月
一
七
日
の
期
間
に
市
立
小
学
校
一
五
校
で
実
施
さ
れ
、
六
年
生
が
一
五
校
八
五
六
名
、

五
年
生
が
七
校
五
八
名
の
合
計
九
一
四
名
が
受
講
し
た
。

　

実
施
し
た
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
以
下
に
内
容
を
説
明
す
る
Ａ
案
・
Ｂ
案
・
Ｃ
案
の
三
案
で
あ
り
、
豊
田
市
選
挙
管
理
委

員
会
事
務
局
が
「
選
挙
出
前
ト
ー
ク
」
の
実
施
を
希
望
し
た
各
小
学
校
の
担
当
教
員
に
企
画
案
を
示
し
、
実
施
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
選
択

し
て
も
ら
っ
た
。
そ
の
結
果
、
Ａ
案
実
施
校
が
六
校
（
五
年
生　
三
校　
二
一
名
、
六
年
生　
六
校　
三
二
四
名
）、
Ｂ
案
実
施
校
が
七
校

（
五
年
生　
三
校　
二
九
名
、
六
年
生　
七
校　
四
三
三
名
）、
Ｃ
案
実
施
校
が
二
校
（
五
年
生　
一
校　
八
名
、
六
年
生　
二
校　
九
九
名
）
で
あ
っ

た
。

　

主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ａ
案
は
、
投
票
の
た
め
の
情
報
収
集
方
法
を
学
ぶ
企
画
で
あ
る
。
児
童
が
能
動
的
な
争
点
学
習
を
行
う

こ
と
に
よ
り
、
投
票
行
動
決
定
の
方
法
を
学
び
、
選
挙
公
営
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
も
の
を
解
説
し
た
上
で
、
実
際
に
目
に
し
て

学
ぶ
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
具
体
的
な
手
順
と
し
て
は
、
ま
ず
、
授
業
の
概
要
説
明
を
行
い
（
七
分
）、
次
に
、
選
挙
の
際
に

候
補
者
に
つ
い
て
の
情
報
を
知
る
手
段
と
し
て
の
ポ
ス
タ
ー
、
選
挙
公
報
お
よ
び
政
見
放
送
に
つ
い
て
紹
介
し
、
そ
れ
ら
を
順
に
見

な
が
ら
ワ
ー
ク
シ
ー
ト
の
穴
埋
め
を
行
う
ワ
ー
ク
（
一
五
分
）、
模
擬
投
票
（
一
五
分
）、
最
後
に
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、
質
疑
応
答
お
よ

び
ま
と
め
を
行
う
（
八
分
）
も
の
で
あ
る（

（
（

。
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主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｂ
案
は
、
正
し
い
情
報
を
得
る
大
切
さ
を
学
ぶ
企
画
で
あ
る
。
内
容
を
知
ら
な
い
で
投
票
す
る
こ
と
で

陥
る
「
投
票
の
罠
」
に
つ
い
て
理
解
し
て
も
ら
い
、
正
し
い
情
報
を
得
て
投
票
す
る
大
切
さ
を
考
え
る
き
っ
か
け
を
つ
く
り
、
自
ら

考
え
て
投
票
す
る
こ
と
の
で
き
る
主
権
者
を
育
て
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
具
体
的
な
手
順
と
し
て
は
、
ま
ず
、
授
業
の
概
要

説
明
を
行
い
（
二
分
）、
次
に
、
具
体
的
な
事
例
か
ら
情
報
を
き
ち
ん
と
確
認
し
な
い
と
自
分
の
望
む
結
果
に
な
ら
な
い
こ
と
を
説

明
し
、
実
際
の
選
挙
で
も
同
様
に
意
図
し
な
い
結
果
に
な
り
う
る
と
い
う
「
投
票
の
罠
」
に
つ
い
て
学
び
（
一
〇
分
）、
模
擬
投
票

（
一
五
分
）、
授
業
内
容
の
復
習
を
兼
ね
、
正
し
く
情
報
を
伝
え
る
（
受
け
取
る
）
伝
言
ゲ
ー
ム
を
行
い
（
一
〇
分
）、
最
後
に
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
、
質
疑
応
答
お
よ
び
ま
と
め
を
行
う
（
八
分
）
も
の
で
あ
る
。

　

主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｃ
案
は
、
投
票
に
い
た
る
手
順
を
学
ぶ
企
画
で
あ
る
。
公
示
日
か
ら
投
票
日
ま
で
の
様
子
が
示
さ
れ
た

複
数
の
写
真
を
読
み
解
き
、
そ
の
内
容
か
ら
写
真
を
投
票
ま
で
の
正
し
い
手
順
に
並
び
替
え
て
も
ら
い
、
投
票
に
い
た
る
ま
で
の
一

連
の
手
順
を
学
ぶ
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
具
体
的
な
手
順
と
し
て
は
、
ま
ず
、
授
業
の
概
要
説
明
を
行
い
（
二
分
）、
次
に
、

児
童
を
数
名
ず
つ
の
グ
ル
ー
プ
に
分
け
、
公
示
日
か
ら
投
票
日
ま
で
の
場
面
が
示
さ
れ
た
写
真
を
見
な
が
ら
、
そ
の
順
番
を
話
し
合

い
、
ワ
ー
ク
シ
ー
ト
に
記
入
し
て
い
き
、
各
グ
ル
ー
プ
で
の
作
業
終
了
後
、
答
え
合
わ
せ
お
よ
び
解
説
を
行
い
（
二
〇
分
）、
立
候

補
者
演
説
（
三
分
）、
模
擬
投
票
（
一
五
分
）
の
後
に
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、
質
疑
応
答
お
よ
び
ま
と
め
を
行
う
（
五
分
）
も
の
で
あ
る
。

五　

地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
効
果

　

地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
効
果
を
検
証
す
る
に
あ
た
り
、
本
論
文
で
使
用
す
る
事
前
意
識
調
査
お
よ

び
事
後
意
識
調
査
に
つ
い
て
は
、
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
受
講
の
直
前
お
よ
び
直
後
に
各
小
学
校
に
お
い
て
、
受
講
者
全
員
を
対

象
に
実
施
し
た
。
本
論
文
の
分
析
に
お
い
て
は
、
条
件
を
揃
え
る
た
め
に
、
政
治
お
よ
び
選
挙
に
つ
い
て
学
習
す
る
六
年
生
の
み
を

31
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そ
の
対
象
と
し
、
全
て
の
設
問
に
回
答
し
た
サ
ン
プ
ル
の
み
を
使

用
す
る
こ
と
と
し
た
。
最
終
的
な
サ
ン
プ
ル
数
は
四
七
九
人
で
あ

る
。

　

ま
ず
、
意
識
調
査
の
単
純
集
計
か
ら
、
主
権
者
教
育
の
効
果
に

つ
い
て
検
討
し
て
み
た
い
。
社
会
お
よ
び
政
治
に
対
す
る
関
心
に

つ
い
て
で
あ
る
が
、
事
前
調
査
で
社
会
に
対
す
る
関
心
が
あ
る
か

ど
う
か
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
八
五
・
〇
％
の
児
童
が
と
て
も
関
心

が
あ
る
、
あ
る
い
は
、
や
や
関
心
が
あ
る
と
回
答
し
た
（
図
表

1
）。
一
方
、
政
治
に
対
す
る
関
心
が
あ
る
か
ど
う
か
の
設
問
に

つ
い
て
は
、
そ
れ
が
七
割
を
下
回
る
六
六
・
八
％
と
な
っ
た
（
図

表
2
）。
小
学
校
六
年
生
の
時
点
で
す
で
に
、
社
会
に
対
す
る
関

心
は
あ
っ
て
も
、
政
治
に
対
す
る
関
心
は
低
い
と
い
う
興
味
深
い

結
果
と
な
っ
た
。

　

事
後
調
査
で
同
様
の
質
問
を
し
た
と
こ
ろ
、
社
会
に
対
す
る
関

心
に
つ
い
て
は
八
六
・
一
％
が
、
政
治
に
対
す
る
関
心
に
つ
い
て

は
約
九
割
に
の
ぼ
る
八
八
・
九
％
が
、
と
て
も
関
心
が
あ
る
、
あ

る
い
は
、
や
や
関
心
が
あ
る
と
回
答
し
た
（
図
表
3
・
図
表
4
）。

事
前
調
査
で
は
、
全
体
と
し
て
政
治
に
対
す
る
関
心
よ
り
も
社
会

に
対
す
る
関
心
の
方
が
高
い
傾
向
が
あ
っ
た
が
、
事
後
調
査
に
お

ま
っ
た
く

関
心
は
な
い

あ
ま
り

関
心
は
な
い

や
や
関
心
が

あ
る

と
て
も

関
心
が
あ
る

250

200

150

100

50

0

人

図表 1　�社会に対する関心�
（主権者教育受講前）

ま
っ
た
く

関
心
は
な
い

あ
ま
り

関
心
は
な
い

や
や
関
心
が

あ
る

と
て
も

関
心
が
あ
る

250

200

150

100

50

0

人

図表 2　�政治に対する関心�
（主権者教育受講前）
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い
て
は
、
社
会
に
対
す
る
関
心
よ
り
む
し
ろ
政
治
に
対
す
る
関
心

の
方
が
高
く
な
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

ま
た
、
そ
れ
ら
を
個
別
ケ
ー
ス
で
み
た
場
合
、
社
会
に
対
す
る

関
心
に
つ
い
て
は
、
過
半
数
の
五
四
・
三
％
に
変
化
が
な
く
、
二

六
・
四
％
の
み
が
関
心
を
高
め
た
が
（
図
表
5
）、
政
治
に
対
す
る

関
心
に
つ
い
て
は
、
変
化
が
み
ら
れ
な
か
っ
た
の
が
三
八
・
〇
％

で
あ
り
、
過
半
数
を
上
回
る
五
〇
・
九
％
が
関
心
を
高
め
た
こ
と

が
わ
か
っ
た
（
図
表
6
）。
社
会
お
よ
び
政
治
に
対
す
る
関
心
に

つ
い
て
は
、
主
権
者
教
育
の
受
講
前
は
、
社
会
に
対
す
る
関
心
よ

り
も
政
治
に
対
す
る
関
心
が
低
い
こ
と
が
わ
か
っ
た
が
、
主
権
者

教
育
を
受
講
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
そ
れ
が
大
幅
に
改
善
さ
れ
る

こ
と
が
み
て
と
れ
る
。

　

次
に
、
社
会
お
よ
び
政
治
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
に
つ
い
て
み

て
み
る
。
事
前
調
査
に
お
い
て
、
社
会
に
つ
い
て
の
学
習
が
好
き

か
ど
う
か
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
八
四
・
〇
％
の
児
童
が
と
て
も
好
き
、

あ
る
い
は
、
や
や
好
き
と
回
答
し
た
（
図
表
7
）
一
方
、
政
治
に

つ
い
て
の
学
習
に
な
る
と
、
そ
の
割
合
は
7
割
を
下
回
る
六
七
・

二
％
と
な
り
、
あ
ま
り
好
き
で
は
な
い
、
あ
る
い
は
、
ま
っ
た
く

好
き
で
は
な
い
が
約
三
分
の
一
に
の
ぼ
る
三
二
・
七
％
を
占
め
る

ま
っ
た
く

関
心
は
な
い

あ
ま
り

関
心
は
な
い

や
や
関
心
が

あ
る

と
て
も

関
心
が
あ
る

250

200

150

100

50

0

人

図表 3　��社会に対する関心�
（主権者教育受講後）

ま
っ
た
く

関
心
は
な
い

あ
ま
り

関
心
は
な
い

や
や
関
心
が

あ
る

と
て
も

関
心
が
あ
る

250

200

150
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50

0

人

図表 4　�政治に対する関心�
（主権者教育受講後）
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（
図
表
8
）。
ヒ
ス
ト
グ
ラ
ム
の
形
状
も
図
表
1
と
図
表
7
、
図
表
2
と
図
表
8
は

ほ
ぼ
同
じ
形
状
を
示
し
て
お
り
、
学
習
意
欲
の
高
さ
あ
る
い
は
低
さ
が
関
心
の
程

度
と
連
動
し
て
い
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
。

　

事
後
調
査
で
同
様
の
質
問
を
し
た
と
こ
ろ
、
社
会
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
、
政

治
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
い
ず
れ
も
八
割
以
上
で
と
て
も
好
き
、
あ
る
い
は
、
や

や
好
き
と
回
答
し
た
（
社
会　
八
三
・
一
％
、
政
治　
八
二
・
二
％
）（
図
表
9
・
図
表

10
）。
学
習
意
欲
に
つ
い
て
は
若
干
、
政
治
の
方
が
低
い
傾
向
が
み
ら
れ
る
が
、

ヒ
ス
ト
グ
ラ
ム
の
形
状
を
み
て
み
る
と
、
事
前
調
査
で
は
や
や
好
き
の
次
に
多

か
っ
た
回
答
は
あ
ま
り
好
き
で
は
な
い
で
あ
っ
た
も
の
が
、
社
会
に
つ
い
て
の
学

習
意
欲
と
同
様
に
、
や
や
好
き
の
次
に
と
て
も
好
き
が
多
く
な
り
、
そ
の
形
状
が

似
通
っ
た
も
の
と
な
っ
た
こ
と
が
よ
く
わ
か
る
。

　

ま
た
、
そ
れ
ら
を
個
別
ケ
ー
ス
で
み
た
場
合
、
社
会
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
に

つ
い
て
も
、
政
治
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
に
つ
い
て
も
変
化
し
な
か
っ
た
児
童
が

最
頻
値
（
社
会　
五
六
・
二
％
、
政
治　
四
二
・
八
％
）
で
は
あ
る
が
、
社
会
に
つ
い
て

の
学
習
意
欲
に
つ
い
て
は
二
五
・
四
％
が
、
政
治
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
に
つ
い

て
は
四
四
・
九
％
が
学
習
意
欲
を
高
め
た
と
い
う
結
果
と
な
っ
た
（
図
表
11
・
図
表

12
）。
政
治
と
い
う
も
の
に
対
す
る
学
習
意
欲
は
、
小
学
校
六
年
生
時
点
に
お
い

て
も
、
主
権
者
教
育
の
受
講
前
は
社
会
に
対
す
る
学
習
意
欲
と
比
較
し
て
低
い
こ

と
が
わ
か
っ
た
が
、
主
権
者
教
育
を
受
講
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
そ
の
否
定
的
な

200

150

100

50

0

人

－3 －2 －1 0 1 2 3

図表 6　�政治に対する関心の変化�
（主権者教育受講前後）
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図表 5　�社会に対する関心の変化�
（主権者教育受講前後）
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図表 7　�社会についての学習意欲�
（主権者教育受講前）
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と
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は
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図表 8　�政治についての学習意欲�
（主権者教育受講前）
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図表 9　�社会についての学習意欲�
（主権者教育受講後）
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図表 10　�政治についての学習意欲�
（主権者教育受講後）
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イ
メ
ー
ジ
が
よ
り
払
拭
さ
れ
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。

　

さ
ら
に
、
自
分
の
生
活
と
政
治
は
ど
の
く
ら
い
関
係
し
て
い
る
か
と
の
質
問
に

つ
い
て
は
、
事
前
調
査
に
お
い
て
は
、
や
や
関
係
し
て
い
る
と
の
回
答
が
最
頻
値

（
四
〇
・
七
％
）
で
あ
り
、
ま
っ
た
く
関
係
し
て
い
な
い
、
あ
ま
り
関
係
し
て
い
な

い
と
い
う
回
答
の
合
計
も
一
九
・
八
％
と
二
割
近
く
あ
っ
た
（
図
表
13
）。
事
後
調

査
に
お
い
て
は
、
ま
っ
た
く
関
係
し
て
い
な
い
、
あ
ま
り
関
係
し
て
い
な
い
と
い

う
回
答
の
合
計
が
三
・
八
％
に
と
ど
ま
っ
た
一
方
で
、
と
て
も
関
係
し
て
い
る
が

最
頻
値
（
五
九
・
九
％
）
と
な
り
、
ほ
ぼ
六
割
の
児
童
が
と
て
も
関
係
し
て
い
る
と

回
答
し
た
（
図
表
14
）。

　

ま
た
、
そ
れ
ら
を
個
別
ケ
ー
ス
で
み
た
場
合
、
五
五
・
七
％
の
児
童
は
回
答
に

変
化
は
な
か
っ
た
が
、
三
八
・
四
％
の
児
童
が
よ
り
関
係
し
て
い
る
方
向
に
回
答

し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
（
図
表
15
）。

　

主
権
者
教
育
の
中
で
、
直
截
的
に
生
活
と
政
治
は
か
か
わ
っ
て
い
る
と
言
及
す

る
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
選
挙
の
意
義
を
伝
え
る
中
で
、
児

童
自
身
が
生
活
と
政
治
が
密
接
に
か
か
わ
っ
て
い
る
と
理
解
し
て
い
る
こ
と
を
示

す
も
の
と
考
え
ら
れ
、
主
権
者
教
育
を
行
う
意
義
が
示
さ
れ
て
い
る
も
の
と
言
え

よ
う
。

　

単
純
集
計
の
最
後
に
、
投
票
義
務
感
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
事
前
調
査
に
お
い

て
は
、
投
票
す
る
し
な
い
は
自
由
で
あ
る
と
の
回
答
が
一
二
・
五
％
、
投
票
は
な
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図表 12　�政治についての学習意欲の変化
（主権者教育受講前後）

図表 11　�社会についての学習意欲の変化
（主権者教育受講前後）
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図表 13　�生活と政治のかかわり�
（主権者教育受講前）
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図表 14　�生活と政治のかかわり�
（主権者教育受講後）
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図表 15　�生活と政治のかかわりについての変化
（主権者教育受講前後）
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る
べ
く
し
た
方
が
良
い
と
の
回
答
が
五
三
・
九
％
、
投
票
は
必
ず
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
と
の
回
答
が
三
三
・
六
％
と
な
り
、
投
票
は

な
る
べ
く
し
た
方
が
良
い
と
の
回
答
が
最
頻
値
と
な
っ
た
（
図
表
16
）。
一
方
、
事
後
調
査
に
お
い
て
は
、
投
票
す
る
し
な
い
は
自

由
で
あ
る
と
の
回
答
が
五
・
八
％
と
半
分
以
上
減
少
し
、
投
票
は
な
る
べ
く
し
た
方
が
良
い
と
の
回
答
が
四
一
・
八
％
、
投
票
は
必
ず

し
な
く
て
は
な
ら
な
い
と
の
回
答
が
五
二
・
四
％
と
、
投
票
は
必
ず
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
と
の
回
答
が
過
半
数
と
な
り
、
最
頻
値

と
な
っ
た
（
図
表
17
）。

　

ま
た
、
そ
れ
ら
を
個
別
ケ
ー
ス
で
み
た
場
合
、
約
三
分
の
二
に
あ
た
る
六
六
・
二
％
の
児
童
に
意
識
の
変
化
は
み
ら
れ
な
か
っ
た

が
、
約
三
割
に
あ
た
る
二
九
・
一
％
の
児
童
が
投
票
義
務
感
を
増
幅
さ
せ
る
結
果
と
な
っ
た
（
図
表
18
）。

　

わ
が
国
に
お
い
て
、
投
票
は
義
務
で
は
な
く
権
利
で
あ
り
、
主
権
者
教
育
の
中
で
は
、
投
票
に
行
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う

こ
と
に
は
ふ
れ
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
主
権
者
教
育
を
通
し
て
選
挙
の
意
義
を
学
ん
で
い
く
中
で
、
投
票
に
行
く
べ
き
で
あ

る
と
い
う
考
え
を
持
っ
て
い
っ
た
様
子
が
垣
間
み
ら
れ
る
。

　

こ
れ
ま
で
、
単
純
集
計
の
結
果
か
ら
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
効
果
に
つ
い
て
検
討
し
て
き
た
が
、

そ
れ
ら
の
結
果
を
ふ
ま
え
、
主
権
者
教
育
を
受
講
す
る
前
と
後
で
投
票
意
欲
を
規
定
す
る
要
因
が
異
な
っ
て
い
る
の
か
、
異
な
っ
て

い
る
と
す
れ
ば
、
ど
の
よ
う
に
異
な
る
の
か
に
つ
い
て
検
証
を
行
う
こ
と
で
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育

の
効
果
に
つ
い
て
ま
と
め
て
み
る
こ
と
に
し
た
い
。

　

具
体
的
に
は
、
主
権
者
教
育
受
講
前
後
に
お
い
て
投
票
意
欲
が
ど
の
よ
う
な
変
数
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
探
る
。
分

析
手
法
と
し
て
は
、
構
造
方
程
式
モ
デ
リ
ン
グ
（
Ｓ
Ｅ
Ｍ
）
を
用
い
る
。
従
属
変
数
と
し
て
は
投
票
意
欲
を
、
観
測
変
数
と
し
て
は
、

社
会
に
対
す
る
関
心
（
図
表
中
の
変
数
名
（
以
下
、
同
じ
）
＝
社
会
関
心
）、
政
治
に
対
す
る
関
心
（
政
治
関
心
）、
社
会
に
つ
い
て
の
学

習
意
欲
（
社
会
学
習
）、
政
治
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
（
政
治
学
習
）、
政
治
に
つ
い
て
の
会
話
の
度
合
い
（
政
治
会
話
）、
新
聞

ニ
ュ
ー
ス
へ
の
接
触
度
合
い
（
新
聞
）、
テ
レ
ビ
ニ
ュ
ー
ス
へ
の
接
触
度
合
い
（
テ
レ
ビ
ニ
ュ
ー
ス
）、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ニ
ュ
ー
ス
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図表 16　�投票義務感�
（主権者教育受講前）
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図表 17　�投票義務感�
（主権者教育受講後）
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図表 18　�投票義務感についての変化�
（主権者教育受講前後）
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へ
の
接
触
度
合
い
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ニ
ュ
ー
ス
）、

生
活
と
政
治
と
の
関
係
性
（
生
活

－

政
治
）、
投
票

義
務
感
、
親
の
テ
レ
ビ
ニ
ュ
ー
ス
へ
の
接
触
度
合

い
（
親
：
テ
レ
ビ
ニ
ュ
ー
ス
）、
親
の
政
治
に
つ
い

て
の
会
話
の
度
合
い
（
親
：
政
治
会
話
）、
親
の
投

票
習
慣
（
親
：
投
票
）、
親
の
投
票
へ
の
同
伴
経

験
（
投
票
同
伴
経
験
）
と
す
る
。

　

ま
ず
、
主
権
者
教
育
受
講
前
の
時
点
に
お
い
て
、

児
童
の
投
票
意
欲
を
直
接
規
定
し
て
い
た
も
の
は
、

影
響
力
の
強
い
順
に
、
社
会
に
つ
い
て
の
学
習
意

欲
、
投
票
義
務
感
、
親
の
テ
レ
ビ
ニ
ュ
ー
ス
へ
の

接
触
度
合
い
、
親
の
投
票
へ
の
同
伴
経
験
と
な
っ

て
お
り
、
親
の
行
動
に
規
定
さ
れ
て
い
る
度
合
い

が
高
い
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。
ま
た
、
間
接

的
に
は
、
親
の
政
治
に
つ
い
て
の
会
話
が
児
童
自

身
の
政
治
に
つ
い
て
の
会
話
を
規
定
し
、
そ
れ
が

児
童
の
社
会
に
対
す
る
関
心
を
高
め
、
社
会
に
つ

い
て
の
学
習
意
欲
を
高
め
、
投
票
意
欲
を
高
め
て

い
る
と
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
直
接
的
に
も

*** ≦ .005　** ≦ .01　* ≦ .05
N=479　χ2=507.498　d.f.=73　p=.000
GFI=.871　AGFI=.815　RMSEA=.112

図表 19　投票意欲の規定要因（主権者教育受講前）

投票意欲

投票義務感

.204***
.089*

.110**.232***

社会学習

.708***

社会関心

.063*

.169***

.108*

.257***

.096* 親：テレビニュース

政治会話

.191***

.489***

.163*** .201***

インターネットニュース
.146***

.182***
.105*

.254***

政治学習

投票同伴体験

親：政治会話

生活－政治 親：投票

新聞ニュース
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間
接
的
に
も
、
親
の
行
動
が
児
童
の
行
動
や
関
心
、

学
習
意
欲
を
規
定
し
、
投
票
意
欲
へ
結
び
つ
い
て

い
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
政
治
的
社
会

化
の
議
論
を
肯
定
す
る
も
の
で
あ
る
（
図
表
19
）。

　

ま
た
、
主
権
者
教
育
受
講
後
の
時
点
に
お
い
て
、

児
童
の
投
票
意
欲
を
直
接
規
定
し
て
い
た
も
の
は
、

影
響
力
の
強
い
順
に
、
社
会
に
つ
い
て
の
学
習
意

欲
、
政
治
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
、
投
票
義
務
感
、

政
治
に
対
す
る
関
心
、
政
治
に
つ
い
て
の
会
話
の

度
合
い
、
親
の
投
票
へ
の
同
伴
経
験
と
な
っ
て
お

り
、
主
権
者
教
育
受
講
前
と
は
異
な
り
、
児
童
自

身
の
意
欲
や
意
識
、
行
動
が
投
票
意
欲
を
規
定
し

て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。
間
接
的
に
は
、

政
治
の
学
習
意
欲
が
政
治
に
対
す
る
関
心
を
高
め
、

そ
れ
が
社
会
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
を
高
め
、
投

票
意
欲
を
高
め
て
い
る
と
説
明
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
直
接
的
に
も
間
接
的
に
も
、
児
童
自
身
の
意

識
や
行
動
が
投
票
意
欲
を
規
定
し
て
い
る
こ
と
が

明
ら
か
と
な
り
、
主
権
者
教
育
受
講
前
と
の
最
大

図表 20　投票意欲の規定要因（主権者教育受講後）

*** ≦ .005　** ≦ .01　* ≦ .05
N=479　χ2=898.202　d.f.=70　p=.000
GFI=.764　AGFI=.646　RMSEA=.157

投票意欲
.087*.218***

.183***

投票義務感.190***

社会学習
.148**

政治会話

.200***

.136*** 親：政治会話

.087*
.545***

.216***

.622***政治学習

.237***

.215***

.154***

.108*

政治関心

.185***
新聞ニュース

.178***

.247***

.171*** .210***

インターネットニュース

.115*

投票同伴体験

テレビニュース 親：テレビニュース

生活－政治 親：投票
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の
違
い
で
あ
る
（
図
表
20
）。

　

さ
ら
に
、
主
権
者
教
育
受
講
前
後
の
結
果
を
比
較
し
て
み
る
と
、
主
権
者
教
育
受
講
前
に
お
い
て
は
、
親
の
テ
レ
ビ
ニ
ュ
ー
ス
へ

の
接
触
度
合
い
が
児
童
の
投
票
意
欲
を
規
定
し
た
り
、
親
の
政
治
に
つ
い
て
の
会
話
の
度
合
い
が
児
童
の
政
治
に
つ
い
て
の
会
話
の

度
合
い
や
新
聞
ニ
ュ
ー
ス
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ニ
ュ
ー
ス
へ
の
接
触
度
合
い
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
た
り
、
親
の
投
票
習
慣
が
投
票

義
務
感
や
社
会
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
へ
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
よ
う
に
、
親
の
行
動
が
児
童
の
意
識
や
行
動
に
影
響
を
及
ぼ
し
て

い
る
こ
と
が
み
て
と
れ
た
。
一
方
、
主
権
者
教
育
受
講
後
に
お
い
て
は
、
児
童
の
意
識
や
行
動
に
対
す
る
親
の
行
動
の
影
響
が
限
定

的
と
な
り
、
児
童
の
意
識
や
行
動
が
親
に
よ
ら
な
い
こ
と
が
確
認
で
き
る
。

　

こ
の
こ
と
は
、
主
権
者
教
育
を
受
講
し
て
い
な
い
状
況
に
お
い
て
は
、
児
童
の
投
票
意
欲
あ
る
い
は
そ
の
他
、
政
治
や
社
会
に
対

す
る
意
識
は
家
庭
環
境
に
大
き
く
依
存
し
て
い
る
こ
と
を
示
す
も
の
で
あ
る
と
理
解
で
き
る
。
つ
ま
り
、
親
が
政
治
に
つ
い
て
の
会

話
を
よ
く
し
て
い
た
り
、
テ
レ
ビ
ニ
ュ
ー
ス
を
よ
く
見
て
い
た
り
、
投
票
習
慣
が
あ
る
よ
う
な
家
庭
環
境
に
あ
る
児
童
で
あ
れ
ば
、

政
治
に
関
す
る
会
話
を
す
る
度
合
い
が
高
か
っ
た
り
、
ニ
ュ
ー
ス
に
触
れ
る
頻
度
が
多
か
っ
た
り
、
社
会
に
対
す
る
関
心
や
そ
の
学

習
意
欲
が
高
く
、
投
票
意
欲
も
高
い
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
主
権
者
教
育
を
受
講
し
た
状
況
で
あ
れ
ば
、
児
童
の
投
票
意

欲
あ
る
い
は
そ
の
他
、
政
治
や
社
会
に
対
す
る
意
識
は
家
庭
環
境
に
依
存
す
る
こ
と
な
く
、
児
童
自
身
の
政
治
・
社
会
に
つ
い
て
の

学
習
意
欲
や
新
聞
・
テ
レ
ビ
・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
ニ
ュ
ー
ス
へ
の
接
触
度
合
い
に
依
存
す
る
た
め
、
投
票
意
欲
を
高
め
る
に
は
、

政
治
や
社
会
に
対
す
る
学
習
意
欲
を
か
き
立
て
た
り
、
ニ
ュ
ー
ス
メ
デ
ィ
ア
へ
の
接
触
を
増
や
し
た
り
す
る
方
策
が
求
め
ら
れ
る
と

理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

こ
の
結
果
が
示
し
て
い
る
こ
と
は
、
主
権
者
教
育
を
行
わ
な
け
れ
ば
、
投
票
意
欲
は
家
庭
環
境
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
て
し
ま
う
た

め
、
そ
れ
を
高
め
る
余
地
は
少
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
逆
に
、
主
権
者
教
育
を
行
え
ば
、
家
庭
環
境
に
関
係
な
く
投
票
意
欲
が

規
定
さ
れ
る
た
め
、
そ
れ
を
高
め
る
可
能
性
が
広
が
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
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家
庭
環
境
と
関
連
し
て
、
こ
こ
で
ひ
と
つ
強
調
す
べ
き
変
数
に
つ
い
て
考
え
た
い
。
そ
れ
は
、
親
の
投
票
へ
の
同
伴
経
験
に
つ
い

て
で
あ
る
。
投
票
意
欲
の
規
定
要
因
に
つ
い
て
の
分
析
の
結
果
、
主
権
者
教
育
受
講
前
の
時
点
に
お
い
て
、
投
票
の
同
伴
経
験
に
つ

い
て
は
投
票
意
欲
を
直
接
規
定
し
、
間
接
的
に
は
、
投
票
義
務
感
を
通
し
て
投
票
意
欲
を
高
め
る
効
果
が
確
認
さ
れ
た
。
ま
た
、
主

権
者
教
育
受
講
後
に
お
い
て
も
、
投
票
意
欲
を
直
接
規
定
し
、
間
接
的
に
は
、
政
治
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
を
通
し
て
投
票
意
欲
を

高
め
る
効
果
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
親
の
投
票
へ
の
同
伴
経
験
と
い
う
変
数
は
、
そ
の
他
の
親
の
行
動
に
つ
い
て
の
変
数
と
異
な
り
、

主
権
者
教
育
受
講
の
有
無
に
関
係
な
く
、
児
童
の
投
票
意
欲
を
規
定
す
る
キ
ー
と
な
る
変
数
で
あ
る
と
言
え
る
。

　

従
来
、
公
職
選
挙
法
で
は
、
投
票
所
に
入
る
こ
と
の
で
き
る
子
ど
も
は
幼
児
に
限
定
さ
れ
て
い
た
が
、
公
職
選
挙
法
の
一
部
改
正

に
よ
り
、
二
〇
一
六
年
六
月
よ
り
そ
の
範
囲
が
拡
大
さ
れ
、
児
童
・
生
徒
そ
の
他
の
年
齢
一
八
歳
未
満
の
者
も
投
票
所
に
入
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
総
務
省
の
通
知
に
よ
れ
ば
、
そ
の
法
改
正
の
趣
旨
と
し
て
、
一
八
歳
選
挙
権
が
実
現
し
、
若
年
層
の
投

票
率
が
極
め
て
低
い
こ
と
に
鑑
み
、
早
い
段
階
か
ら
主
権
者
と
し
て
の
自
覚
を
持
っ
て
も
ら
え
る
よ
う
法
改
正
を
行
っ
た
と
し
て
い

る
。
さ
ら
に
、
投
票
所
へ
の
同
伴
が
可
能
と
な
る
こ
と
で
、
家
庭
で
選
挙
や
投
票
に
関
す
る
こ
と
が
話
題
に
な
る
こ
と
も
そ
の
効
果

と
し
て
指
摘
し
て
い
る
。
ま
た
、
教
師
が
社
会
科
見
学
と
し
て
学
校
の
児
童
・
生
徒
を
引
率
す
る
こ
と
も
差
し
支
え
な
い
と
も
し
て

お
り
、
主
権
者
教
育
の
一
環
と
も
な
る
制
度
改
正
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る（

（
（

。

　

こ
の
公
職
選
挙
法
改
正
は
、
本
論
文
に
お
け
る
分
析
結
果
か
ら
し
て
も
理
に
適
う
も
の
で
あ
り
、
今
後
の
選
挙
啓
発
事
業
に
お
い

て
、
投
票
所
へ
の
子
ど
も
の
同
伴
を
積
極
的
に
進
め
る
こ
と
が
、
子
ど
も
た
ち
の
投
票
意
欲
を
高
め
る
こ
と
に
つ
な
が
る
も
の
と
言

え
よ
う
。
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六　

地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義

　

最
後
に
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義
に
つ
い
て
考
え
て
い
き
た
い
。
そ
の
た
め
に
、
本
論
文
で

対
象
と
し
た
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
申
し
込
ん
だ
小
学
校
の
担
当
教
員
、
お
よ
び
、
そ

の
実
施
主
体
の
豊
田
市
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
に
対
し
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義
を
問
う
自

由
記
述
式
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
た
。
そ
の
結
果
を
も
と
に
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義

に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
こ
と
に
し
た
い
。

　

ま
ず
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義
と
し
て
最
も
評
価
さ
れ
て
い
た
こ
と
は
、
小
学
校
教
員
、
選

挙
管
理
委
員
会
事
務
局
い
ず
れ
か
ら
も
、
そ
れ
を
受
講
す
る
小
学
生
に
よ
り
年
齢
の
近
い
大
学
生
主
体
で
主
権
者
教
育
を
行
う
こ
と

で
、
よ
り
親
近
感
が
湧
き
、
よ
り
選
挙
や
政
治
に
つ
い
て
伝
わ
り
や
す
く
、
児
童
の
反
応
が
良
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、

地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
実
施
以
前
に
、
選
挙
管
理
委
員
会
の
み
に
よ
る
主
権
者
教
育
を
実
施
し
た
こ
と

の
あ
る
小
学
校
の
教
員
か
ら
は
、
児
童
の
反
応
が
よ
り
良
く
な
っ
た
こ
と
、
ま
た
、
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
か
ら
は
、
児
童
の
反

応
が
よ
り
良
く
な
っ
た
こ
と
と
と
も
に
、
学
校
現
場
の
教
員
の
反
応
も
良
く
な
っ
た
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。

　

主
権
者
教
育
そ
の
も
の
の
直
接
的
な
効
果
の
み
な
ら
ず
、
副
次
的
な
効
果
も
指
摘
さ
れ
た
。
小
学
校
の
教
員
か
ら
は
、
年
齢
の
近

い
大
学
生
が
行
っ
て
い
る
こ
と
で
よ
り
親
近
感
が
湧
き
、
主
権
者
教
育
に
か
か
わ
っ
て
い
る
大
学
生
が
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い

る
側
面
が
あ
る
よ
う
だ
と
の
言
及
が
あ
っ
た
。
ま
た
、
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
か
ら
は
、
大
学
生
自
身
の
選
挙
や
政
治
に
対
す
る

関
心
や
意
識
を
高
め
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
、
主
権
者
教
育
を
実
施
し
て
い
る
側
の
大
学
生
自
身
の
主
権
者
教
育
に
も
な
っ

て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
実
施
す
る
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
、
複
数
の
企
画
か
ら
の
選
択
制
を
採
用
し
た
こ
と
に
つ
い
て
は
、
学
校
の
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規
模
、
学
校
の
特
色
、
政
治
・
選
挙
の
授
業
の
進
み
具
合
か
ら
選
択
で
き
る
こ
と
に
よ
り
評
価
さ
れ
た
。
学
校
の
規
模
や
雰
囲
気
は
、

同
じ
地
方
自
治
体
内
で
あ
っ
て
も
、
学
校
の
あ
る
地
域
に
よ
っ
て
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
こ
と
が
多
く
、
各
地
方
自
治
体
内
部
に
お
け
る

地
域
性
を
考
慮
し
た
企
画
を
複
数
持
つ
こ
と
の
必
要
性
を
指
摘
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

さ
ら
に
、
学
校
現
場
か
ら
は
、
選
挙
管
理
委
員
会
が
主
権
者
教
育
を
行
っ
て
い
る
こ
と
を
知
ら
な
か
っ
た
（
広
く
知
ら
れ
て
い
な

い
）
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
広
報
の
手
法
に
つ
い
て
課
題
が
残
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
主
権
者
教
育
を
申
し
込
み
制
で
は

な
く
、
全
員
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
義
務
化
す
べ
き
と
の
声
が
教
育
現
場
か
ら
も
あ
り
、
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
主
権
者
教
育
の
在
り

方
に
か
か
わ
る
問
題
で
あ
る
た
め
、
選
挙
管
理
委
員
会
の
み
な
ら
ず
、
教
育
委
員
会
を
も
巻
き
込
ん
だ
議
論
が
求
め
ら
れ
る
。

七　

結
論

　

本
論
文
で
は
、
筆
者
お
よ
び
筆
者
が
担
当
す
る
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
に
所
属
す
る
学
生
が
、
地
方
自
治
体
と
連
携
し
て
主
権
者
教
育
の
手

法
を
開
発
し
実
践
し
て
き
た
、
模
擬
投
票
を
軸
と
し
た
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
の
検
証
を
試
み
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と

の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義
に
つ
い
て
考
え
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
。
そ
の
た
め
に
、
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
受
講
児

童
を
対
象
と
し
て
実
施
し
た
事
前
意
識
調
査
お
よ
び
事
後
意
識
調
査
の
結
果
を
取
り
ま
と
め
、
そ
の
効
果
を
検
証
し
、
主
権
者
教
育

を
受
け
入
れ
る
側
の
小
学
校
の
担
当
教
員
、
お
よ
び
、
主
権
者
教
育
を
提
供
す
る
側
の
地
方
自
治
体
（
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
）

に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
ふ
ま
え
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育
の
意
義
に
つ
い
て
検
討
し
た
。

　

ま
ず
、
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
受
講
児
童
を
対
象
と
し
て
実
施
し
た
意
識
調
査
の
結
果
か
ら
は
、
主
権
者
教
育
を
受
講
す
る

こ
と
で
、
政
治
に
対
す
る
関
心
や
そ
の
学
習
意
欲
が
高
ま
る
こ
と
、
自
分
の
生
活
と
政
治
と
の
か
か
わ
り
が
あ
る
と
い
う
意
識
や
投

票
義
務
感
が
高
ま
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。
主
権
者
教
育
受
講
前
に
お
い
て
は
、
親
の
政
治
的
会
話
の
頻
度
や
メ
デ
ィ
ア
接
触
の
頻
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度
、
投
票
に
同
伴
し
た
経
験
が
あ
る
か
と
い
っ
た
、
親
の
行
動
が
児
童
の
投
票
意
欲
を
規
定
し
て
い
た
が
、
受
講
後
に
は
、
児
童
自

身
の
政
治
関
心
や
社
会
や
政
治
に
つ
い
て
の
学
習
意
欲
と
い
っ
た
、
児
童
自
身
の
意
識
が
投
票
意
欲
を
規
定
し
て
い
た
。
つ
ま
り
、

主
権
者
教
育
を
受
講
し
て
い
な
い
状
況
に
お
い
て
は
、
児
童
自
身
の
投
票
意
欲
は
家
庭
環
境
に
大
き
く
依
存
し
て
お
り
、
主
権
者
教

育
を
受
講
す
れ
ば
、
そ
れ
は
児
童
自
身
の
学
習
意
欲
や
メ
デ
ィ
ア
接
触
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

こ
の
結
果
が
示
し
て
い
る
こ
と
は
、
社
会
に
お
け
る
主
権
者
教
育
の
必
要
性
で
あ
る
。
主
権
者
教
育
な
し
で
は
、
親
の
行
動
如
何

で
子
ど
も
の
投
票
意
欲
が
規
定
さ
れ
て
し
ま
い
、
子
ど
も
の
投
票
意
欲
を
高
め
る
き
っ
か
け
を
つ
か
む
こ
と
が
困
難
で
あ
る
が
、
主

権
者
教
育
を
行
う
こ
と
で
、
子
ど
も
の
投
票
意
欲
に
対
す
る
家
庭
環
境
の
影
響
を
払
拭
で
き
る
た
め
、
子
ど
も
の
投
票
意
欲
を
向
上

さ
せ
る
チ
ャ
ン
ス
が
生
ま
れ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

　

ま
た
、
主
権
者
教
育
を
受
け
入
れ
る
側
の
小
学
校
の
担
当
教
員
、
お
よ
び
、
主
権
者
教
育
を
提
供
す
る
側
の
地
方
自
治
体
（
選
挙

管
理
委
員
会
事
務
局
）
を
対
象
と
し
て
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
か
ら
は
、
地
方
自
治
体
と
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
主
権
者
教
育

の
意
義
と
し
て
、
そ
れ
を
受
講
す
る
小
学
生
に
よ
り
年
齢
の
近
い
大
学
生
が
主
権
者
教
育
を
行
う
こ
と
は
、
親
近
感
を
湧
か
せ
、
児

童
の
反
応
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
学
校
現
場
の
教
員
の
反
応
も
良
く
し
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、
そ
の
副
次
的
な
効

果
と
し
て
は
、
大
学
生
が
児
童
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
に
な
り
う
る
こ
と
、
ま
た
、
主
権
者
教
育
を
実
施
す
る
側
の
大
学
生
自
身
に
と
っ

て
の
主
権
者
教
育
に
も
な
っ
て
い
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。

八　

お
わ
り
に

　

最
後
に
、
本
研
究
に
残
さ
れ
た
課
題
と
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
述
べ
、
締
め
く
く
る
こ
と
に
し
た
い
。

　

ま
ず
、
本
論
文
で
は
、
主
権
者
教
育
の
実
施
回
数
の
多
い
小
学
校
で
実
施
し
て
い
る
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
対
象
と
し
た
分
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析
を
行
っ
た
。
今
後
は
、
分
析
対
象
を
中
学
校
・
高
等
学
校
・
大
学
へ
と
広
げ
て
い
く
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
段
階
に
お
け
る
主
権

者
教
育
の
効
果
に
つ
い
て
明
ら
か
に
し
、
そ
れ
ら
の
結
果
を
比
較
す
る
こ
と
で
、
主
権
者
教
育
の
効
果
の
全
体
像
を
明
ら
か
に
し
て

い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

　

ま
た
、
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
よ
り
良
い
も
の
と
し
て
い
く
た
め
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
企
画
ご
と
の
分
析
を
進
め
、
そ
の
特
徴

を
あ
ぶ
り
出
す
こ
と
で
、
主
権
者
教
育
を
受
け
入
れ
る
（
実
施
す
る
）
学
校
現
場
へ
の
寄
与
と
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
成
果
を
広
く

社
会
と
共
有
し
、
主
権
者
教
育
の
改
善
お
よ
び
そ
の
普
及
へ
の
貢
献
と
し
て
い
き
た
い
。

　

さ
ら
に
、
本
論
文
の
結
果
か
ら
、
主
権
者
教
育
の
必
要
性
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
親
の
投
票
へ
の
同
伴
経
験
が
子
ど
も
の
投
票
意

欲
に
大
き
く
影
響
し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。
こ
の
こ
と
は
、
公
職
選
挙
法
の
改
正
も
ふ
ま
え
、
投
票
の
際
に
子
ど
も
を

同
伴
す
る
よ
う
勧
め
る
こ
と
は
、
子
ど
も
の
投
票
意
欲
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
に
寄
与
す
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
現
在
の

親
世
代
の
投
票
率
を
高
め
る
効
果
の
み
な
ら
ず
、
将
来
、
子
ど
も
た
ち
が
有
権
者
と
な
っ
た
時
の
投
票
率
を
高
め
る
効
果
が
期
待
さ

れ
る
も
の
で
あ
る
。

　

昨
今
、
若
年
層
の
投
票
率
の
低
下
が
叫
ば
れ
、
若
年
層
へ
の
選
挙
啓
発
（
特
に
臨
時
啓
発
）
ば
か
り
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
が

ち
で
あ
る
が
、
親
世
代
へ
向
け
て
の
選
挙
啓
発
と
、
そ
の
結
果
と
し
て
の
親
世
代
の
投
票
率
向
上
が
、
将
来
、
有
権
者
と
な
る
子
ど

も
た
ち
の
投
票
率
向
上
へ
つ
な
が
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
と
と
も
に
、
常
時
啓
発
と
し
て
の
主
権
者
教
育
を
広
げ
て
い

く
こ
と
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
こ
と
を
述
べ
、
締
め
く
く
る
こ
と
に
し
た
い
。

（
1
）　

日
本
学
術
会
議 

政
治
学
委
員
会 

政
治
学
委
員
会
政
治
過
程
分
科
会
「
提
言　
各
種
選
挙
に
お
け
る
投
票
率
低
下
へ
の
対
応
策
」、
二

〇
一
四
年
、
二
〇
頁
。

（
2
）　

総
務
省
・
文
部
科
学
省
『
私
た
ち
が
拓
く
日
本
の
未
来 

有
権
者
と
し
て
求
め
ら
れ
る
力
を
身
に
付
け
る
た
め
に
』、
二
〇
一
五
年
。
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（
3
）　

二
〇
〇
五
年
度
か
ら
二
〇
一
一
年
度
ま
で
は
県
選
挙
管
理
委
員
会
が
す
べ
て
主
管
で
実
施
し
、
二
〇
一
二
年
度
か
ら
小
学
校
を
市
町

村
選
挙
管
理
委
員
会
の
主
管
と
し
、
二
〇
一
七
年
度
か
ら
は
中
学
校
も
市
町
村
選
挙
管
理
委
員
会
の
主
管
と
し
た
。
二
〇
一
九
年
度
現
在
、

高
等
学
校
は
県
選
挙
管
理
委
員
会
の
主
管
、
小
学
校
お
よ
び
中
学
校
は
市
町
村
選
挙
管
理
委
員
会
の
主
管
と
な
っ
て
い
る
。

（
4
）　

地
方
自
治
体
（
選
挙
管
理
委
員
会
）
と
大
学
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
、
総
務
省　
常
時
啓
発
事
業
の
あ
り
方
等
研
究
会
『「
常
時
啓
発

事
業
の
あ
り
方
等
研
究
会
」
最
終
報
告
書　
社
会
に
参
加
し
、
自
ら
考
え
、
自
ら
判
断
す
る
主
権
者
を
目
指
し
て
～
新
た
な
ス
テ
ー
ジ

「
主
権
者
教
育
」
へ
～
』、
二
〇
一
一
年
、
二
二
頁
に
お
い
て
、
全
国
の
常
時
啓
発
活
動
の
事
例
の
中
で
、
大
学
と
の
連
携 

事
例
② 

大
学

の
授
業
、
ゼ
ミ
等
の
活
用
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
レ
ポ
ー
ト
と
し
て
は
、
市
島
宗
典
「
中
京
大
学
に
お
け
る
「
若
年
層
に

対
す
る
選
挙
啓
発
に
関
す
る
政
策
提
案
」
へ
の
取
り
組
み
～
愛
知
県
選
挙
管
理
委
員
会
と
連
携
し
て
」『V

oters

』
第
五
号
、
二
四
―
二

六
頁
、
二
〇
一
二
年
を
参
照
さ
れ
た
い
。
ま
た
、
主
権
者
教
育
に
お
け
る
地
方
自
治
体
（
選
挙
管
理
委
員
会
）
と
大
学
と
の
連
携
に
つ
い

て
は
、
市
島
宗
典
「
大
学
に
お
け
る
学
び
を
社
会
に　
大
学
生
に
よ
る
高
校
生
の
た
め
の
「
選
挙
出
前
ト
ー
ク
」」『V

oters

』
第
二
九
号
、

一
八
―
一
九
頁
、
二
〇
一
五
年
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
5
）　

総
務
省 

主
権
者
教
育
の
推
進
に
関
す
る
有
識
者
会
議
（
第
二
回
）
配
付
資
料
1
に
お
い
て
、「
多
様
な
手
法
に
よ
る
選
挙
出
前
授
業

の
例
」
と
し
て
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
詳
し
く
は
、http://w

w
w

.soum
u.go.jp/m

ain_content/000463932.pdf

を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
6
）　

小
規
模
校
に
お
い
て
は
、
時
間
に
余
裕
が
あ
る
た
め
、
候
補
者
に
よ
る
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
や
候
補
者
と
児
童
に
よ
る
質
疑

応
答
を
実
施
す
る
こ
と
も
あ
る
。

（
7
）　

二
〇
一
六
年
四
月
二
八
日 

総
務
省
自
治
行
政
局
選
挙
部
選
挙
課
長
発　
各
都
道
府
県
選
挙
管
理
委
員
会
書
記
長
宛
通
知
「
投
票
所
に

入
る
こ
と
が
で
き
る
子
供
の
範
囲
の
拡
大
に
関
す
る
質
疑
応
答
集
に
つ
い
て
」。

参
考
文
献

市
島
宗
典
「
中
京
大
学
に
お
け
る
「
若
年
層
に
対
す
る
選
挙
啓
発
に
関
す
る
政
策
提
案
」
へ
の
取
り
組
み
～
愛
知
県
選
挙
管
理
委
員
会
と
連

携
し
て
」『V

oters

』
第
五
号
、
二
四
―
二
六
頁
、
二
〇
一
二
年
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地方自治体と大学との連携による主権者教育の意義とその効果

市
島
宗
典
「
大
学
に
お
け
る
学
び
を
社
会
に　

大
学
生
に
よ
る
高
校
生
の
た
め
の
「
選
挙
出
前
ト
ー
ク
」」『V

oters

』
第
二
九
号
、
一
八
―

一
九
頁
、
二
〇
一
五
年

北
山
夕
華
『
英
国
の
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
教
育
』
早
稲
田
大
学
出
版
部
、
二
〇
一
四
年

杉
浦
真
理
『
主
権
者
を
育
て
る
模
擬
投
票
』
き
ょ
う
い
く
ネ
ッ
ト
、
二
〇
〇
八
年

杉
浦
真
理
『
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
教
育
の
す
す
め
』
法
律
文
化
社
、
二
〇
一
三
年

総
務
省 

常
時
啓
発
事
業
の
あ
り
方
等
研
究
会
『「
常
時
啓
発
事
業
の
あ
り
方
等
研
究
会
」
最
終
報
告
書 

社
会
に
参
加
し
、
自
ら
考
え
、
自

ら
判
断
す
る
主
権
者
を
目
指
し
て
～
新
た
な
ス
テ
ー
ジ
「
主
権
者
教
育
」
へ
～
』、
二
〇
一
一
年

総
務
省
・
文
部
科
学
省
『
私
た
ち
が
拓
く
日
本
の
未
来 

有
権
者
と
し
て
求
め
ら
れ
る
力
を
身
に
付
け
る
た
め
に
』、
二
〇
一
五
年

築
山
宏
樹
・
小
林
良
彰
「
神
奈
川
県
模
擬
投
票
の
教
育
効
果
」、
神
奈
川
県
・
慶
應
義
塾
大
学
編
著
『
自
治
体
の
政
策
刷
新
効
果
と
地
域
力

―
検
証 

ロ
ー
カ
ル
・
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
』
ぎ
ょ
う
せ
い
、
二
〇
一
一
年

長
沼
豊
・
大
久
保
正
弘
編
著
『
社
会
を
変
え
る
教
育
』
キ
ー
ス
テ
ー
ジ
21
、
二
〇
一
二
年

日
本
学
術
会
議 

政
治
学
委
員
会 

政
治
過
程
分
科
会
「
提
言 

各
種
選
挙
に
お
け
る
投
票
率
低
下
へ
の
対
応
策
」、
二
〇
一
四
年

日
本
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
教
育
フ
ォ
ー
ラ
ム
編
『
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
教
育
で
創
る
学
校
の
未
来
』
東
洋
館
出
版
社
、
二
〇
一
五
年

橋
本
渉
編
著
『
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
の
授
業
―
市
民
性
を
育
む
た
め
の
協
同
学
習
』
東
洋
館
出
版
社
、
二
〇
一
四
年

ビ
ー
ス
タ
、
ガ
ー
ト
『
民
主
主
義
を
学
習
す
る
―
教
育
・
生
涯
学
習
・
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
』
勁
草
書
房
、
二
〇
一
四
年

謝
辞

　

本
論
文
の
執
筆
に
あ
た
っ
て
は
、
主
権
者
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
お
よ
び
そ
の
実
施
、
さ
ら
に
、
受
講
児
童
に
対
す
る
意
識
調
査
の
実

施
に
多
大
な
ご
尽
力
を
賜
っ
た
愛
知
県
豊
田
市
選
挙
管
理
委
員
会
お
よ
び
愛
知
県
豊
田
市
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
の
皆
さ
ま
、
お
よ
び
、

愛
知
県
豊
田
市
内
の
選
挙
出
前
ト
ー
ク
実
施
校
の
先
生
方
に
、
こ
の
場
を
借
り
て
、
深
く
感
謝
の
意
を
表
し
た
い
。
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2024 年 5 月 6 日 

2024 年度 日本選挙学会総会・研究会 

分科会 C【自由論題①】 

中学校段階における主権者教育の効果と展望1 

白鷗大学 市島 宗典2 

1. 問題意識

2015 年 6 月に公職選挙法が改正され、選挙権年齢が 18 歳に引き下げられた。翌 2016 年

の参議院議員通常選挙からそれが現実のものとなった。教育現場では、突如、主権者教育

の必要性が叫ばれ、文部科学省はそれに合わせ、総務省と連携し、高等学校における主権

者教育用副教材を公表した。また、学習指導要領の改訂により、2022 年度から高等学校公

民科に新たな必履修科目「公共」が設置され、主権者教育ともいえる内容が正式な科目と

してスタートしている。この状況は、日本において主権者教育の議論が急速に進み、その

確立が社会的な要請となったことを示すものである。 

その主権者教育の要請は、現在では高等学校にとどまらず、小・中学校においても求め

られるようになってきた。文部科学省は、『小・中学校向け主権者教育指導資料「主権者

として求められる力」を子供たちに育むために』を公表し、小・中学校の社会科や特別活

動における指導事例を示している。 

このような状況の下、地方自治体（都道府県レベルおよび市町村レベル）の選挙管理委

員会あるいは明るい選挙推進協議会は、小学校から大学にいたるさまざまな学校から依頼

される模擬投票を用いた主権者教育（出前授業）を試行錯誤しながら実施しているが、そ

の効果については十分に明らかにされているとは言い難い。 

本稿では、筆者がこれまで総務省主権者教育アドバイザーとして、模擬投票を活用した

主権者教育のプログラム開発とその実践に取り組んできた経験をふまえ、これまで十分に

その効果が検証されてこなかった模擬投票を活用した主権者教育にいかなる効果が確認さ

れるのかについて、中学校レベルを対象に明らかにしていく。具体的には、実際に中学校

1 本研究は科研費（20K02741）の助成を受けたものである。 
未定稿のため、引用はご遠慮ください。 

2 総務省 主権者教育アドバイザー，ichishima@fc.hakuoh.ac.jp 
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で実施した模擬投票を活用した主権者教育の受講生徒に対する主権者教育前後の意識調査

から、開発・実践したプログラムの効果を検証し、中学校段階における主権者教育につい

ての課題を探り、その方向性について考えることにしたい。 

2. 先行研究と本稿の位置づけ

ここでは、本稿の対象とする中学校における主権者教育をテーマとした先行研究につい

て分類・概観し、残された課題について述べる。 

主権者教育はこれまで高等学校を中心として行われてきたこともあり、先行研究につい

ても、中学校を対象としたものは少ないのが現状である。また、そのほとんどは教育学にお

ける授業開発や授業実践報告であり、その一部には受講生徒の意識を探るアンケートを実

施しているものがある。 

まず、社会科における公民的分野の授業開発・授業実践報告が挙げられる。濱川（2017）

は、立憲主義の概念の定着を目指した主権者教育の可能性を示し、長尾ら（2019）では、憲

法をテーマとして体験的な活動を通した主権者教育の授業実践について提示している。北

村（2020）は、オスプレイ配備問題を通して主権者アイデンティティの形成を目的とする主

権者教育の授業実践を提示し、桑原・岩崎（2021）では、選挙に対する見方・考え方を育成

するための学習指導案を開発している。寺本（2023）は、政権公約づくりおよび模擬投票を

用いた主権者教育の授業実践について提示し、内藤（2023）は、批判的制度学習の理論を用

いた主権者教育の単元開発を行っている。社会科における公民的分野以外の例としては、堤

（2017・2018）および上畑（2018）において、地域課題に着目し、地理的分野における主権

者教育の授業実践を提示している。 

また、社会科以外での授業開発・授業実践報告も存在する。竹島ら（2021）は、総合的な

学習の時間を用いた主権者教育の授業実践を、荻上ら（2024）では、小中高における主権者

教育の実践を扱っているが、中学校については、保健体育科および社会科における実践を提

示している。 

さらに、授業実践前後にアンケートを実施しているものなども存在する。竹内ら（2019）

は、民主的な選挙の観点から授業を実践し、ワークシートの記述内容を集計している。坂田

（2020）は、主権者意識を涵養するための授業を実践し、川地（2021）は、地域教材を活用

した問題解決的な主権者教育の授業を実践し、両者とも事前アンケートおよび事後アンケ

ートを実施し、その単純集計とともに自由記述の結果も示している。倉（2022）は、模擬選

挙を用いた主権者教育を実践し、事前アンケートおよび事後アンケートの単純集計を示し

ている。澤本（2024）は、投票意欲を高めるための授業を実践し、3 つの大単元それぞれの

終わりに投票意欲を尋ねるアンケートを行い、徐々に投票意欲が高まっていることを示し
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ている。曽我（2024）は論争問題を扱った主権者教育の授業を実践し、事前アンケートおよ

び事後アンケートを実施し、その変化についての統計的な確認を行っている。 

中学校における主権者教育に関する先行研究は、教育学における授業開発や授業実践報

告が主であり、その一部には授業による生徒の意識を確認するアンケートを実施している

ものがあるが、授業の効果を詳細に検討しているものはみられない。したがって、本稿では、

先行研究において十分に検討されてこなかった、中学校段階における主権者教育の効果に

ついて明らかにしていくことにしたい。 

3. 分析対象

本稿の分析対象とした中学校における模擬投票を活用した主権者教育は、2021 年度およ

び 2022 年度に、総務省から委嘱されている主権者教育アドバイザーとして依頼を受け行っ

た中学校 2 校における模擬投票を活用した主権者教育である。その概要は次のとおりであ

る。 

まず、前半に民主主義および選挙の意義・必要性について解説し、その後、市町村長選挙

を想定した模擬投票を行った。その際、中学校の立地自治体の実情に合わせた選挙公報を作

成・使用し、その選挙公報に掲載されている各候補者の主張する公約を採点し、その結果を

ふまえ、模擬投票を行うものである。 

本稿の分析に使用するデータは、主権者教育の前後 1 週間以内に実施した事前調査およ

び事後調査のデータである。事前調査時および事後調査時、あるいは、主権者教育当日に欠

席した生徒については、データから除外し、在籍者 231 名中 206 名の回答データが得られ

た。また、回答データに欠損値のあるケースも除外し、結果として、166 名のデータを使用

し、分析を進める。 

4. 分析

4.1 投票意欲の状況 

まず、本稿の従属変数となる投票意欲（4 点尺度）の状況についてみていく。主権者教育

受講前の投票意欲については平均値が 2.90（図 1）、主権者教育受講後の投票意欲について

は平均値が 3.21（図 2）となり、0.31 上昇した。両時点とも最頻値は 3 であるが、受講前と

比較して受講後の度数分布は明らかに右に寄っていることがみてとれる。 
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図 1 度数分布：投票意欲（主権者教育受講前） 

図 2 度数分布：投票意欲（主権者教育受講後） 

図 3 度数分布：投票意欲（変化：主権者教育受講後－主権者教育受講前） 
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投票意欲の変化（受講後－受講前）についてみてみると、平均値が 0.31 となり、全体と

して投票意欲が向上していることがわかる。より詳細にみてみると、投票意欲が向上した生

徒は 166 名中 54 名（32.5%）、変化なしが 106 名（63.9%）、低下した学生は 6 名（3.6%）で

あった。 

結果として、投票意欲に変化のなかった生徒が 6 割程度いたわけであるが、生徒の投票意

欲の平均値の差について、対応サンプルの t 検定を行った結果、有意確率は 0.001 未満とな

り、平均値の差の有意性を確認することができた。エラーバーグラフは図 4 のとおりであ

る。 

図 4 対応サンプルの t 検定：エラーバーグラフ 

4.2 主権者教育の効果分析 

次に、4.1 で概観した投票意欲（主権者教育受講前・事後）の規定要因を探っていく。分

析手法としては、構造方程式モデリング（SEM）を用いる。従属変数としては投票意欲を、

観測変数としては、関心にかかわる変数（政治・政府3）、投票義務感、政治的有効性感覚4、

3 調査では、国・都道府県・市町村それぞれに対する関心について尋ねているが、変数が多数

のため、主成分分析を行い、その主成分得点をデータとした。 
4 調査では、内的有効性感覚および外的有効性感覚を確認する質問を行っているが、変数が多

数のため、主成分分析を行い、その主成分得点をデータとした。 
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信頼に関わる変数（制度5・政府6）、政治と生活との関係性、政治的知識7、政治学習意欲、

政治的会話の頻度（家族・友人）、情報取得の頻度（新聞・テレビ・インターネット）、親の

行動に関わる変数（テレビニュース視聴，政治的会話，投票習慣，投票同伴経験，投票への

助言）を用いた。 

投票意欲 

.244*** .219*** 

.239*** 投票義務感 親：投票習慣 

.265*** .174*** .149* .250*** 

学習意欲 .166* 政治・生活の関係性 

.450*** .306*** 

.287*** .193*** .237*** 

政府への関心 制度への信頼 

.281*** .176* .138*** .274* 

.355*** .262*** 

家族との会話 新聞接触 テレビ接触 インターネット接触 

.429*** .219*** .232*** 

.219*** .316*** 

親：政治会話 親：投票助言 親：ニュース視聴 

*** ≦ .005 ** ≦ .01 * ≦ .05 

N = 166 χ2 = 97.845 d.f. = 60 p = .001 

GFI = .921 AGFI = .862 RMSEA = .062 

図 5 投票意欲の規定要因（主権者教育受講前） 

まず、主権者教育受講前の投票意欲の規定要因についてみていく（図 5）。主権者教育受

講前において学生の投票意欲を直接規定しているものは、影響力の強い順に、投票義務感、

学習意欲、親の投票習慣、親の投票に対する助言、政府に対する関心、政治・生活の関係性

であった。また、最も投票意欲に影響している投票義務感を規定しているものは、影響力の

強い順に、学習意欲、政治・生活の関係性であった。 

5 調査では、選挙制度・国会・政党それぞれに対する信頼について尋ねているが、変数が多数

のため、主成分分析を行い、その主成分得点をデータとした。 
6 調査では、国・都道府県・市町村それぞれに対する信頼について尋ねているが、変数が多数

のため、主成分分析を行い、その主成分得点をデータとした。 
7 調査では、政党に関する知識および政治家に関する知識を尋ねているが、変数が多数のた

め、主成分分析を行い、その主成分得点をデータとした。 

.172* 
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このことから、まず、投票意欲を高めるには投票義務感を持たせることが有効であること

がわかる。投票義務感を持たせるには、学習意欲を高めたり、政治・生活の関係性を認識さ

せたりすることが必要であることがわかる。前者については、政府への関心を高めることや

家族との政治に関する会話が有効であること、後者についても政府への関心を高めること

が有効である。政府への関心を高めるには、家族との会話や新聞やテレビニュースといった

メディアへの接触が必要であるとの結果となっている。

この分析から明らかになったことは、家族との会話が学習意欲や政府に対する関心を高

めるために有効であり、メディアへの接触が政府に対する関心を高め、学習意欲、さらには

投票義務感にも結び付き、投票意欲を高めているということである。 

投票意欲 

.197*** .257*** .303*** 

政治関心 投票義務感 親：投票習慣 

.559*** .154*** .148** 

学習意欲 .219*** 政治的有効性感覚 

.218*** .239*** 

.186*** .182*** .176* .164* .173* 

.208*** .226*** 政治・生活の関係性 

.276*** .144* 

政府への関心     制度への信頼 

.260*** 

.336*** .155* 政府への信頼.192*** .200*** 

.264*** .213*** .250*** .292*** 

家族との会話 友人との会話 テレビ接触 インターネット接触 

.227*** .142* 

.189* .186* .169* 

親：政治会話 親：投票助言 親：ニュース視聴 

*** ≦ .005 ** ≦ .01 * ≦ .05 

N = 166 χ2 = 534.746 d.f. = 94 p = .000 

GFI = .745 AGFI = .585 RMSEA = .169 

図 6 投票意欲の規定要因（主権者教育受講後） 

次に、主権者教育受講後の投票意欲の規定要因についてみていく（図 6）。主権者教育受

講後において学生の投票意欲を直接規定しているものは、影響力の強い順に、親の投票習慣、

.228***
.207***

.164* 
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投票義務感、政治・生活の関係性、政治関心、政府に対する信頼、政治的有効性感覚であっ

た。また、投票意欲に相対的に強く影響している投票義務感を規定しているものは、影響力

の強い順に、政治・生活の関係性、親の投票に対する助言、制度に対する信頼、インターネ

ット接触であった。さらに、政治・生活の関係性を認識させるものは、影響力の強い順に、

政府に対する関心、テレビ接触、親の投票習慣、友人との政治に関する会話であった。同様

に、政治関心を高めるために有効であるものは、学習意欲、テレビ接触、政府に対する関心

であった。 

このことから、投票意欲を高めるには投票義務感を持たせることが有効であることがわ

かる。投票義務感を持たせるには、政治・生活の関係性を認識させること、そのためには政

府に対する関心を高めたり、友人と政治に関する会話を行ったりすることが有効であるこ

と、政治関心を高めるには、学習意欲や政府に対する関心を高めたり、テレビニュースに接

触させることが必要であることが明らかとなった。 

この分析から明らかになったことは、政府への関心を高めることが政治・生活の関係性を

認識することにつながったり、政治関心や投票義務感を高めたりすることで投票意欲につ

ながっているということである。 

以上の結果をふまえ、主権者教育受講前後の結果について比較し、検討してみる。まず、

主権者教育受講前後ともに生徒の投票意欲を強く規定しているものは投票義務感であり、

その投票義務感を高めるには、政治・生活の関係性を認識させることが最も必要であるとい

うことである。そのためには政府への関心を高めることが求められ、家族との政治に関する

会話やメディアへの接触により、政府に対する関心が高められるということである。 

また、結果として特徴的であったのは、親に関する変数の影響力である。特に、親の投票

習慣については、主権者教育受講前のみならず受講後についても投票意欲の大きな規定要

因となっている。つまり、親が投票に行っていることを認識している生徒であれば投票意欲

が有意に高く、そうでない場合には投票意欲が有意に低いということである。同様に、親が

政治に関する会話をしていたり、有権者になったら投票するよう発言したりするような家

庭であるほど政府への関心が高かったり、政治・生活の関係性を認識している傾向があるこ

とが明らかとなっており、家庭における政治的社会化の存在が示されたと言える。逆に言え

ば、中学生の段階では家庭内の状況の影響が強く出ており、主権者教育の効果が限定されて

しまうと解釈することもできよう。 

このような結果をふまえ、主権者教育を受講することで生じた投票意欲の変化の規定要

因を探る分析を行う。ここで明らかにすることは、どのような生徒に投票意欲の変化が生じ

たのかということである。 

具体的には、主権者教育受講前の分析で採択されたモデルをもとに、投票意欲の変化の規

定要因を探っていく。従属変数としては投票意欲の変化（受講後－受講前）を、観測変数と

しては、投票意欲、関心にかかわる変数（政治・政府）、投票義務感、政治的有効性感覚、
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信頼に関わる変数（制度・政府）、政治と生活との関係性、政治的知識、政治学習意欲、政

治的会話の頻度（家族・友人）、情報取得の頻度（新聞・テレビ・インターネット）、親の行

動に関わる変数（テレビニュース視聴，政治的会話，投票習慣，投票同伴経験，投票への助

言）を用いた。 

投票意欲変化 

-.557*** 

.233*** 

投票意欲 

.244*** 

.239*** 投票義務感 親：投票習慣 

.265*** .174*** .149* .250*** 

学習意欲 .166* 政治・生活の関係性 

.450*** .306*** 

.287*** .193*** .237*** 

政府への関心 制度への信頼 

.281*** .176* .138*** .274* 

.355*** .262*** 

家族との会話 新聞接触 テレビ接触 インターネット接触 

.429*** .219*** .232*** 

.219*** .316*** 

親：政治会話 親：投票助言 親：ニュース視聴 

*** ≦ .005 ** ≦ .01 * ≦ .05 

N = 166 χ2 = 106.046 d.f. = 72 p = .006 

GFI = .921 AGFI = .869 RMSEA = .054 

図 7 投票意欲変化の規定要因 

分析の結果（図 7）、当然のことではあるが、投票意欲の低かった生徒ほど投票意欲の変

化（向上）がみられた。また、親に投票習慣がある生徒についても投票意欲の変化（向上）

が確認され、ここでも、親の行動の影響が如実に表れる結果となった。親に投票習慣のある

生徒ほど投票意欲の大きな変化（向上）がみられ、それがない生徒ほど投票意欲の大きな変

化がみられないことが統計的に確認されたということである。 

また、中学校段階における主権者教育において必要なことは、さまざまな情報に触れるこ

.172* 

.219*** 
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とを通して政府への関心を高めたり、政治と生活との関係性を認識させたりするというこ

とである。これらのことが投票義務感を高め、投票意欲の向上につながるということが分析

の結果、示された。 

さらに、家庭内の状況が生徒の意識に大きく影響していることも明らかとなり、親が投票

に行くことや、家庭内において政治に関する会話をすることが、生徒の投票意欲に大きく影

響していることも認識する必要がある。 

5. 結論

これまでの分析より、中学校段階における主権者教育の効果について、生徒の投票意欲を

有意に高めたこと、投票意欲を規定しているのは投票義務感が最も大きく、その投票義務感

を高めるには、政治・生活の関係性を認識させたり、政府への関心を高めさせたりすること

が有効であることが明らかとなった。また、新聞やテレビ、インターネットニュースといっ

たメディアに触れることで政府への関心が高まり、その政府への関心が最終的には投票意

欲を高めることにつながっているということも明らかとなった。 

また、中学校段階における主権者教育においては、上述したメディアへの接触が政府への

関心を高めたり、政治と生活との関係性を認識させたりするために必要であり、それを行う

ことで投票義務感ひいては投票意欲を高めることにつながることが示された。 

さらに、中学生の段階であっても、親が投票に行っているのかどうかが、生徒自身の投票

意欲、さらには、主権者教育における投票意欲の変化にも大きく影響していることが明らか

となり、親の行動が子どもの意識に影響を及ぼしていることも示された。 

6. 今後の課題

本稿では、主権者教育前後の投票意欲の規定要因を探ることを目的として、分析手法とし

て構造方程式モデリング（SEM）を用いたが、どうしてもモデルが複雑となってしまうきら

いがあり、検証方法の再検討、あるいは、分析に投入する変数の精査が必要であると思われ

る。 

また、本稿の分析の結果、親の行動の子どもの意識に対する影響が示されており、その観

点からの詳細な分析が今後、求められよう。 
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回答校数 回収率 回答校数 回収率 回答校数 回収率

160 55.4% 84 56.0% 99 41.8%

設問 選択肢

主権者教育を実施しましたか。 実施した 108 67.5% 78 92.9% 69 69.7%

国民主権や多数決などの民主主義の基本を学ぶ 105 65.6% 76 90.5% 37 37.4%

選挙区制や選挙権年齢などの選挙の仕組み（選挙制度）を学ぶ 89 55.6% 76 90.5% 51 51.5%

普通選挙権実現の歴史を学ぶ 88 55.0% 72 85.7% 30 30.3%

若者の投票率の低さや選挙の意義、選挙の重要性を学ぶ 64 40.0% 75 89.3% 49 49.5%

選挙違反や選挙運動などについて学ぶ 14 8.8% 33 39.3% 34 34.3%

投票所における投票の手順など投票の方法を学ぶ 21 13.1% 41 48.8% 42 42.4%

投票先の選び方（情報収集方法など）を学ぶ 10 6.3% 33 39.3% 31 31.3%

政党のマニフェスト比較や争点における立場の違いを学ぶ 8 5.0% 43 51.2% 26 26.3%

架空の選挙を題材とした模擬投票を行う 7 4.4% 19 22.6% 23 23.2%

実際の選挙を題材とした模擬選挙を行う 2 1.3% 9 10.7% 8 8.1%

地域や国政の課題などを話し合い、意見交換・ディベートなどを行う 8 5.0% 27 32.1% 16 16.2%

副読本・主権者教育指導資料を使用した授業を行う 2 1.3% 2 2.4% 27 27.3%

その他 3 1.9% 3 3.6% 2 2.0%

公民科，社会科 107 66.9% 78 92.9% 50 50.5%

総合的な学習の時間 5 3.1% 1 1.2% 21 21.2%

その他 11 6.9% 3 3.6% 10 10.1%

主権者教育を行った際、外部との連携で実施しましたか。 実施した 9 5.6% 5 6.0% 33 33.3%

主権者教育担当教員を配置していますか。 配置している 14 8.8% 9 10.7% 37 37.4%

よく知っている 16 10.0% 20 23.8% 78 78.8%
聞いたことがある程度 109 68.1% 49 58.3% 17 17.2%
知らない 34 21.3% 15 17.9% 4 4.0%

明るい選挙啓発授業を依頼（実施）しましたか。 依頼（実施）した 4 2.5% 2 2.4% 32 32.3%

校⾧からの情報 0 0.0% 1 1.2% 0 0.0%

自校の主権者教育担当教員 1 0.6% 0 0.0% 8 8.1%

自校の社会科担当教員 2 1.3% 1 1.2% 14 14.1%

自校の社会科担当教員以外 1 0.6% 0 0.0% 3 3.0%

他校の社会科教員 0 0.0% 0 0.0% 1 1.0%

他校の社会科担当教員以外 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

選挙管理委員会からの直接的な情報提供 1 0.6% 1 1.2% 12 12.1%

選挙管理委員会のホームページやSNS 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 0 0.0% 0 0.0% 2 2.0%

期待どおりであった 3 1.9% 1 1.2% 23 23.2%
どちらかといえば期待どおりであった 0 0.0% 1 1.2% 5 5.1%

依頼（実施）したい 5 3.1% 3 3.6% 37 37.4%
可能であれば依頼（実施）したい 88 55.0% 51 60.7% 37 37.4%
依頼（実施）するつもりはない 67 41.9% 30 35.7% 25 25.3%

国民主権や多数決などの民主主義の基本を学ぶ 82 51.3% 17 20.2% 18 18.2%

選挙区制や選挙権年齢などの選挙の仕組みを学ぶ 67 41.9% 17 20.2% 38 38.4%

普通選挙権実現の歴史を学ぶ 27 16.9% 4 4.8% 8 8.1%

若者の投票率の低さや選挙の意義、投票参加の重要性を学ぶ 101 63.1% 33 39.3% 61 61.6%

選挙違反や選挙運動などを学ぶ 25 15.6% 21 25.0% 32 32.3%

投票所における投票の手順など投票の方法を学ぶ 54 33.8% 32 38.1% 54 54.5%

投票先の選び方を学ぶ 38 23.8% 24 28.6% 48 48.5%

政党のマニュフェスト比較や争点における立場の違いを学ぶ 37 23.1% 34 40.5% 42 42.4%

架空の選挙を題材として行う模擬投票を行う 66 41.3% 47 56.0% 49 49.5%

実際の選挙を題材として行う模擬選挙を行う 27 16.9% 38 45.2% 37 37.4%

地域や国政課題などを話し合い、意見交換・ディベートなどを行う 24 15.0% 20 23.8% 19 19.2%

副読本・主権者教育指導資料を使用した授業を行う 47 29.4% 10 11.9% 8 8.1%

児童会・生徒会役員の制度がありますか。 ある 133 83.1% 83 98.8% 99 100.0%

副読本「私たちが拓く日本の未来」を配付しましたか。 配付した 82 82.8%

副読本「私たちが拓く日本の未来」を使用した授業を実施しましたか。 実施した 50 50.5%

公民科 47 47.5%

総合的な学習の時間 4 4.0%

その他 3 3.0%

令和5年3月実施 岩手県内の小学校・中学校・高等学校における主権者教育に関する調査 結果概要

明るい選挙啓発授業の内容として求めるものはどれですか。（複数回答）

副読本「私たちが拓く日本の未来」を使用した授業を実施した際、どの教科で行いましたか。

小学校 中学校 高等学校

実施した主権者教育はどのような内容でしたか。（複数回答）

主権者教育を実施した際、どの教科で行いましたか。（複数回答）

明るい選挙啓発授業をご存じですか。

明るい選挙啓発授業を知ったきっかけ（前任校在職時含む）は何でしたか。（複数回答）

明るい選挙啓発授業は期待どおりでしたか。

明るい選挙啓発授業を依頼（実施）されたいと思いますか。
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明るい選挙啓発授業を依頼（実施）されたいと思いますか。 理 由

模擬投票では、実際の選挙で用いられる投票箱や投票用紙、記入台等学校では準備することができない用具を用いた学習をす

ることができた。児童は、実際の選挙について興味・関心を高め、投票に対する意識を高めることができた。

公約や人柄を知って、きちんと投票する意味を理解し、選挙に行く児童を育てたいので。

小学生高学年くらいから主権者意識を育てていくべきだと思うから。

６年生の社会科で国政、憲法について学習しますが「初めて意識した」「知らなかった」という状態でした。歴史分野の学習

まで進んでやっと選挙の意味を考えられるようになりました。その頃にでも、講座が受けられていたら、考えが深まるのかな

と思います。出前授業の内容もよく存じませんが、子どもたちの考えがある程度成⾧した時期であれば良いのかなと思いま

す。

投票率の低下や投票に行かない若い人たちが増えているのではないかと危惧している。自分は過去すべての投票の機会で投票

している。子どもたちに普通選挙実現の歴史を教え、投票することは権利であり、義務でもあるということを理解させること

はとても大切なことと考えているので、時間が取れるのであれば依頼して、実現したいと思うから。

これから社会をつくりあげる子どもたちが、選挙について詳しい知識を必要とするため、実施したい。特に、6年生で学習が

あるため、依頼できればより深く考えることができる。しかし、年間の計画があるため、「可能」であればとする。

専門の方にお話しを聞いたり、模擬投票や模擬選挙をしたりすることは、子どもたいが主権者としての意識を高める良いきっ

かけになると考えるから。模擬投票や模擬選挙をするとなると学校では準備が難しいところもあるため

出前授業で選挙管理委員会職員の方に教えてもらうことで、社会科の学習と関連付けて学習することができ、選挙の大切さや

主権者としての役割なども生の声を聞くことでより理解が深まると考えたからです。

子どもたちに身近に選挙を感じてほしいから

自分たちの考えが政治に反映されると分かってほしいから

一人一人が一票投じることのできる権利を持っていると知ってほしいから

人権擁護委員に依頼しての人権教室等、外部講師に依頼して行っている出前教室やオンライン教室が複数あり、年間計画で位

置づけられているので、適切な学習時期に実施可能であれば実施したい。

・選挙に関することを専門的に学ぶことができると思うから。

・模擬投票等，学校で準備するには難しさのある内容について体験することができると思うから。

社会科で公民的分野について学習したり、選挙ポスターの取り組みで選挙について触れたりすることはある。選挙への知識を

深め、関心を高めておくことは重要と考える。

極小規模校のため、参考例として示されている「明るい選挙啓発授業実施内容」で行うことが難しいことから、依頼をする場

合も要相談校となると思われます。

選挙についての理解を深めることは大変意義のある事と考えるが、該当学年との時数の調整、児童の実態なども考慮しながら

検討していきたい。

明るい選挙ポスターに毎年取り組んでいるが、その趣旨を理解させることで、出前授業を依頼することも考えてみたいと感じ

たから

選挙可能（投票可能）の18歳からという事を考えると、小学校から、選挙について学んでもいってもよいのではないかと考え

るから

選挙権年齢や成年年齢が引き下げられたことに伴い、必要な指導であると考えるが、年計上、その時数の捻出が、今すぐは難

しい。

選挙権年齢が18歳になり、あと数年もすれば投票できるため、そのための知識などを身につけさせたい。（時間や機会があれ

ば）

児童がより深く選挙に関して理解できるように、実施できればしたいが、行事等の都合もあるため、現段階では決定できな

い。

成年年齢の引下げ、若者の投票率の低さなどから、小学生のうちから選挙の意義や重要性を学ぶことは、大切だと思うから。

現在、国会議員等の選挙について、様々な問題がマスコミで取り上げられており、子どもたちも興味を持っているから

選挙権年齢の引き下げに伴い、小学生の子どもたちにも主権者としての自覚をしっかりともたせたいと考えるため。

6学年の社会科の指導内容と合わせて実施することが望ましいと思うから。（選挙の意義や重要性が学べる）

将来の有権者である児童が選挙について専門家である方々に教わることは有意義であると考えるからです。

明るい選挙啓発ポスターに取り組んでいる。その取り組みと関連させて実施できれば効果的だと考える。

選挙権の引き下げに伴い、今後選挙に関する知識や意欲を高めることが何より重要となると考えるから。

18歳から選挙権をもつこと（6年後に投票すること）を真剣に、自分事としてとらえてほしいため

社会科での学習時期や学校行事との都合と、出前授業を実施してくださる方の都合が合えば良い。

模擬投票や模擬選挙を行うことができればいいと思う。担任のみの授業では準備が難しいため。

学級行事や6学年カリキュラムが充実していて、新たな事業を入れる余裕がほとんどないため。

実施するための時間配当が本当に難しい。行事が多く、外部の方との調整にも時間がかかる。

対象学年を検討し、年間指導計画と年間行事計画を見ながら実施できるか検討、調整したい。

社会科で学ぶ以外の選挙の意義や重要性、投票方法の仕方などが学べればいいと思います。

自治体でどんな授業ができるのか不明のため、教育課程に合うのであればやってみたい。

1学期の前半は他の行事も多くあるため，日程調整できる場合は実施を考えたいから。

これから選挙権をもつ子どもたちに、学習との関連で選挙に関心をもってほしいから。

今後、6学年担任と今後の計画について話し合い、実施するかどうか決定したい。

今年度は日程の都合がつかず実施できなかったが、都合がつけば実施したい。

選挙権を有する前にある程度の知識と参加に向けての意識を持たせたいから。

依頼したい気持ちもあるが、手続きや報告などを考えると悩むところがある

教育課程の位置づけをはっきりと示して教員へ周知しないといけないから。

社会科の学習を補充できるのであれば、より理解につながるとおもうから。

児童の実態及び指導計画等を踏まえ、実施の必要性について検討していく。

専門家による指導を受けることで児童の学びが広がり、深まると思うから

有権者として求められる力を身に付けるための指導法を教員が学ぶため。

選挙の低投票率を改善するには、早期の充実した指導が必要と思うから。

民主主義や社会の仕組みを知ったり関心を持ったりする機会になるため

可能であれば社会科の学習とあわせて実施できれば、理解が深まるから

学校行事、年間指導計画等を考慮して時間的余裕があれば実施したい。

行事がたくさんあるため，適当な日程を調整するのが難しそうだから。

時間的な余裕があれば，専門の方のお話を聞く機会をもちたいから。

実施したいが、行事等の関係で、希望日時が合わない場合がある。

実際に専門家の話を聞いた方が主権者としての意識が高まるから

年間行事がかなり詰まっているので予定が合えば実施したい。

明るい選挙啓発授業と租税教室を隔年で実施を考えています。

他の授業時数や行事との兼ね合いを検討する必要があるため。

 依頼（実施）したい

 可能であれば依頼（実施）したい

小学校

令和5年3月実施 岩手県内の小学校・中学校・高等学校における主権者教育に関する調査 自由記述
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子どもたちに選挙・投票の大切さを知ってもらいたいため

よりよい国づくりに参加する主権者を育んでいきたいから

選挙について専門的な内容を学ぶことができるから。

細かい選挙の仕組み等について学ぶ機会を設けたい。

政治への意識を高めて、社会参画を志向させるため。

様々な条件が合えば、ご依頼したいと思っています。

子ども達の意識を高めることは大切だと思うから。

これからの児童にとって、必要な教育であるから

日程等の無理がなければ実施を考えていきたい

社会の公民的な内容の理解を深めるため

児童にとっても必要な内容だと思うから

主権者教育は大切な学習であるから。

将来への見通しをもたせるため。

子ども達が興味を持ちそうだから

時期、学級行事等との調整次第

行事等で日程調整が難しい。

授業時数がかなえば

社会科等教科指導時数に関して余裕時数が非常に少なく、このことについて取り立て（重点・発展）指導を行うことができな

いこと。すでに税についての学習で関税会の出前授業を例年行っていることから同時期の出前授業を組みこめないこと これ

らの事からお願いすることは今のところ考えておりません。

学校現場の週当たりのコマ数の増加で、定数内の教員が配置されない等教育に対する経費が削減されている現状で様々なアン

ケート、報告等が増加している傾向にある。価値あるものだと思うが、環境整備がされていない現状、対応すればするほど現

場の負担が増すのを避けたいと考える。

小学生段階では、国民主権などの民主主義の基本や普通選挙権実現の歴史、選挙の重要性を学ぶことで充分であると考える。

具体的な投票先の選び方、投票の仕方については、選挙権を行使できる年齢に近い上位学校でした方が効率的だから。

本校は対外的な行事、活動が多く、実施する余裕がない状態である。教科学習等を通して主権者教育は進めていくことにして

いるが，機会があれば実施を検討していきたいと考えている。

児童の実態にあった学習活動として展開しているか不明確であるから、模擬選挙等、地域の実態に即した展開となるか不安で

あるから、家庭の協力が得られるか不確かであるから

対応する分掌組織が未定。選挙について６学年で学んでいる内容をしっかり定着させることがまずは第一。

中学生や高校生は発達段階でに合っていると思うが、小学生には難しいと思われるから。

様々な方面から同様の出前授業等の要請があるが、すべてに対応するのは難しいから。

日々の授業の中で行っているため、さらに依頼するつもりは今のところ考えていない。

児童の年代にとってまだ選挙が身近なものとなっていない。時間の確保が難しい。

総合的な学習等で様々な活動を行っており、時数が足りなくなっているため。

研究との兼ね合いで出前授業を依頼することが多く難しい。（時間的に）

現段階では、社会科の授業で指導していくことで十分であると考えます。

小学生の段階では、社会科の授業で学習する程度でよいと考えるから。

選挙に関する学習は授業の中で扱うため出前授業は予定していない。

現在の所次年度計画に盛り込まれておらず、検討する予定もない

教育課程内の時数が限られており、優先する内容が他にあるため。

主権者教育として、社会科で学ぶ内容で十分であると考えるため。

小学校段階では、教科書、資料等の学習で十分だと考えるため。

来年度の年間行事計画が決定しており、日程調整が難しいため

現在の教育課程に新たな事業を取り入れるゆとりがないから。

現在の本校の教育課程の中での実施が、時数的に難しいから。

選挙制度の重要性は理解しているが、小規模ゆえに、難しい。

小学校段階では理解が難しいと思う。時間の設定も難しい。

少人数地域のため、選挙に関しての関心があまりないため。

特に必要性を感じないので依頼するつもりはありません

授業で取り扱っている他に時間を設けて扱う余裕がない

社会科の教科書の内容で十分と考えているからです。

年齢的に自分事としてまだ考えられないと思うから。

本校は租税教育を重点として取り組んでいるため

教育課程上実施する時間の念出が難しいため。

年間行事がたてこんでおり対応が厳しいため

教科書で扱う内容で十分あると考えるため。

担任による授業で充分であると考えるから。

今後、必要性を感じた段階で検討したい。

限られた授業時数の中での実施が難しい

年間を通して、時間的に余裕がないため

複式学級のため、対応できない。

他の事業との調整が難しいため

社会科の授業で行っているから

時間をとることが難しいため。

6年担任が指導するため

授業時数に余裕がない。

授業時数に余裕がない

日程調整が難しそう

授業時数がたりない

時数の確保が難しい

今年度で閉校し、近隣の学校と統合するため。

本校が令和4年度で統合（閉校）するため

本校が今年度で閉校のため

今年度で閉校のため

 依頼（実施）するつもりはない
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明るい選挙啓発授業を依頼（実施）されたいと思いますか。 理 由

教科指導以外の場面でも、選挙について生徒に理解を深めさせる場は必要だと思うから。

実際の投票箱を使うだけでなく生徒の実態に即した柔軟な対応をしてくれるから。

立場の違う方からの講話や授業により生徒の視野が広がることが期待されるため

社会科３年で税務署の方をお招きして「租税教室」は実施しているが、社会科カリキュラムの進行上更に時数を減らされるのは

正直厳しい。総合的な学習の時間の活用も可能だが、行事精選の観点からやはり厳しい。故に、生徒会役員選挙時、市選管よ

り投票箱や投票台をお借りして、ほぼ本物の選挙に近い形態で実施している。もし可能なら、「中学生に授業を提供できる人

材」の派遣で検討していただきたい。

中学校3年生の社会科での実施を想定します。時数の関係もあり、選挙の学習にどれだけの時数が確保できるか見通しが立たな

いため。現状では教科書の学習内容を消化するだけでも時間的に手一杯なため、時間にゆとりがあれば、可能かと思いますが、

何とも言えない状況です。

・現物の投票箱や投票用紙などを直接見たり、触れたりさせたい。

・教員の意識だけでは不足したり、現場にいる方のお話を聞いたりすることで、子どもたちの関心を高めることができると思

う。

選挙年齢（成人年齢）引き下げにより、生徒一人一人が選挙や成人といったキーワードについて考えている様子がうかがえる。

学校生活だけでなく、将来の私生活に生かされる学習を一層含んだ学びを提供していくことが求められていくと感じている。

どのくらいの時間でどのような内容の実施なのかが現時点では分からないため、有益だと分かれば実施したい。校内教員で行っ

ている内容と差異がないのであれば、わざわざ時間を割いて頼もうとは考えない。

他校で実施したことがあった。普通選挙権実現の歴史にからめて授業してもらいました。授業で扱わないこと「選挙違反や選挙

運動について」など機会があれば実施してみたいと思います。

本校では租税教室等外部と連携した授業をすでに行っており、現段階で時間設定が厳しいのが現状だが、将来的には意義のある

事なので、取り入れてみたい気持ちはある。

３年生の社会科の授業（公民）で扱う内容だが、地域の実情に詳しい選挙管理委員会の方に授業してくださったほうが、生徒は

よりリアルに実感できると思うから。

外部の専門家の方の話を聞くと生徒のためになると考えるが、実施時期やタイミングが難しいと考えている。できれば公民の授

業とリンクしたい。

社会科教員だけでは実施が難しい専門的な知識や具体的な事例などの紹介があれば、より興味・関心を引き出すことができると

考えるため。

授業を通して主権者教育を進めていきたいところだが、行事、授業時数、教員の出張等様々な理由で確実に実施できるかが不透

明。

教育的な効果が期待されるが、実際のところ、授業の進度に余裕がなく、調整して依頼をする事が難しいため

授業時数の確保等の本校の校内教育課程編成の状況により、現実的には困難であると思われる。

実際に直接外部の方からのお話の機会を設けることでより理解が深まると考えられるから

時期や時数等によってできない場合もあるため、可能であれば依頼したいと思います。

今まで行ってことはないが、主権者の自覚をうながすためにも必要だと考えるから。

実際の選挙について学ぶ機会を設けられるとよいが、授業時数等の調整が難しい。

専門家に学ぶことがリアルになるため、生徒に本当の学びを提供できるから。

専門的な知識を持った外部の方による授業は教育的な効果が高いため

選挙について学ぶ機会になると思うが、日程調整等もあるため。

コロナ禍、教科時数や進度等が見通しがもてないから。

授業の進度や学校行事等との兼ね合いが難しいから

授業の時数との関係で時間が取れるか、分からない

校内事情と合致すれば、前向きに検討したいため。

選挙への関心を高めるためにも実施していきたい。

外部講師を活用し主権者教育を実施したいから

授業時数の確保が可能であれば検討する。

実際に関わっている方の話を聞きたい

時間を確保できるか分からないため

興味はあるが、時間の確保が難しい。

授業時数との兼ね合いにより考える。

行事予定と照らしながら、考えたい。

専門のお話をしていただけるため。

他の授業を計画しているため。

授業時数に余裕があれば、、、

時数と学校行事の兼ね合い

年度の計画に入っていない

必要なことだと思うから

授業進度の関係から、出前授業をお願いするのが難しい実情があること。カリキュラムマネジメントをしながら授業をしている

ので、分野や単元を横断的に学習しているため。

・教科書や資料集である程度の学習は可能と考えるため。

・各種業務多忙の中、連絡・調整などで更に業務が増えるのは厳しいため。

・実施時間（時数）の確保が難しいため。

・授業の進度の都合上、実施時期が地方選挙と重なりそうなため。

社会科の授業や生徒会活動を通して、中学校で考えるべき主権者教育が可能であると考えるため。

校内の担当教員で指導が可能である。教科カリキュラムも目標どおりこなしていくために

教科書等で深めるので十分だし、普段の授業で時数が一杯

当面は社会科の授業での指導で対応可能と考えるため

過去に実施したことがあり、校内で可能だから。

多忙感により余力がない。申し訳ありません。

選挙だけで１時間以上の時数をとれないから。

教科担当が工夫し、授業を展開したいため。

担当教員が、異動で変更となるため。

時数の関係があり、余裕がないため

学校の日程に組み込む余裕がない。

授業の進度の関係で難しいから。

授業の進捗に影響があるため。

時数や他の行事との兼ね合い

授業等で実施できているため

時間が確保できない

質に差があるため

授業時数の関係

学校判断のため

時間がない

教員で十分

 依頼（実施）したい

 可能であれば依頼（実施）したい

 依頼（実施）するつもりはない

中学校
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明るい選挙啓発授業は期待どおりでしたか。 理 由

コロナで中止やオンラインだったが今年は対面で実施でき、模擬投票等も体験できたのが良かった。

選挙制度説明の分かりやすさ、模擬投票により体験的に学習できる点が期待どおりであった。

投票箱を使用し、より一層、生徒に具体的なイメージを持たせることが出来たと思う。

高校生にとって選挙を身近に感じることができる貴重な機会となりました。

模擬選挙なども年々変化させながら楽しい授業を実施していただいている。

模擬投票や実際の候補者の選び方について体験的に学ぶことができたため

模擬投票や実際の候補者の選び方について体験的に学ぶことができたため

自分事として強く自覚できた。立会人等への応募もあった。

学校の要望を受け入れた、授業を計画してくれる。

学校の要望を受け入れた、授業を計画してくれる。

投票から開票までを経験させることが出来たこと

実際の選挙と同じ投票箱等を使用したところ

投票の仕方を教えて貰ったところ

模擬投票が良かった

模擬投票の実施

模擬投票の実施

模擬投票の実施

模擬投票

説明の言葉が堅苦しい言葉ではなくやさしい言葉での説明が良い。架空の立候補者のプリントよりも実際に生徒に立候補者役を

演じさせてみては？（演劇部の生徒がいますので、台本があれば上手に演じられます）

この学年は2学年でやったがコロナ禍でオンラインになってしまった部分があった

授業展開に係る、本校教員との意思疎通が適切であったため。

明るい選挙啓発授業を依頼（実施）されたいと思いますか。 理 由

今年度1，2年で実施。今後も3年生で実施の予定はないが、1年生実施の際は、依頼したい。模擬投票などとても私たちは準備

できません。

成人年齢が18才となった現在、高校生への実施は授業への意識を高めるために大変有意義と感じています。

選挙制度説明の分かりやすさ、模擬投票により体験的に学習できる点から

生徒たちが積極的に「明るい選挙啓発授業」に取り組んでいたため

生徒たちが積極的に「明るい選挙啓発授業」に取り組んでいたため

奥州市選挙管理員会事務局との信頼関係が構築されているため。

奥州市選挙管理員会事務局との信頼関係が構築されているため。

奥州市選挙管理員会事務局との信頼関係が構築されているため。

投票箱など実際につかわれているものを見ることができるから

継続していきたい。模擬投票ができるのはとても大きい

実際の動画を使った模擬投票体験が面白いと思った

模擬投票を考えると、準備がスムーズである

生徒にとって選挙が身近に感じられるため

生徒1人ひとりにとって大切な内容である。

模擬投票がなかなかできない経験のため

実際に近い形で模擬投票を体験できる

実際に近い形で模擬投票を体験できる

実際に近い形で模擬投票を体験できる

自分事としてとらえさせるため

実際の模擬投票でできるから

本番に近い形で実施できる。

本番に近い形で実施できる。

当事者意識を持たせるため

当事者意識をつけさせる

毎年二学年でやっている

模擬投票ができるから

熱心さが伝わる。

以前に実施していただき、本年度はその資料を活用させていただいた。何年かに一度は依頼したいと思っている。

以前に実施していただき、本年度はその資料を活用させていただいた。何年かに一度は依頼したいと思っている。

以前に実施していただき、本年度はその資料を活用させていただいた。何年かに一度は依頼したいと思っている。

生徒の実態や課題を考慮し、生徒の特性や課題に合わせた授業の構成が適切であると考えている。

時間的な余裕があれば実施したいが、なかなか時間を確保できない

社会人になる前にどんなものか知ってほしいと思うので。

主権者教育の内容の一環として検討する可能性はある。

前任校で模擬投票等実施してもらったことがあるから。

以前実施したとき、間違ったことを教えたらしい。

県内の20歳以下の投票率が低く向上させたいため。

依頼したいが大掛かりになってしまう

生徒の実態に合わせて行いたいため

授業の進度や行事との兼ね合い

日程調整ができれば考えたい

日程調整ができれば考えたい

授業時数の確保のため

日程調整が難しい。

以前、本校で選管に依頼していたが、準備等、ほとんど学校がやらなければ機能しないと、伝えられたため。

校内の諸行事、講演会が大変多く、それらを整理した年度からは実施可能と考える

1年ではなく、2，3年の主権者教育で実施することにしているため

こちら側の負担が大きいため（打ち合わせ、資料印刷等）

1年次では公民科の科目を開講していないため

授業時数が足りなく、現実的ではない為

選挙の話を日頃からすれば良いから。

公民科の教員で対応するため

公民科の教員で対応するため

公民科の教員で対応するため

授業時数が足りない為

授業時数が足りない為

時間的余裕がないため

他学年で実施するため

時間がない

高等学校
 期待どおりであった

 どちらかといえば期待どおりであった

 依頼（実施）したい

 可能であれば依頼（実施）したい

 依頼（実施）するつもりはない
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選挙出前トークのアンケート 

(○○学校 R○.○.○：ご家族用)

愛知県選挙管理委員会及び県内市町村選挙管理委員会では、選挙権年齢の入口

となる高校生に対して、選挙の重要性を認識してもらうために「選挙出前トーク」

授業を実施しております。  

今回、○○学校の○年生を対象に授業を実施いたしましたが、今後の参考にさ

せて頂くため、お忙しいところ恐縮ではございますが、以下のアンケートにご記

入の上、令和○年○月○日（○）までにお子様を通じて、担任の先生までご提

出いただきますようよろしくお願いいたします。  

(お問合わせ先) 愛知県選挙管理委員会（○○） 電話：052-95４-6069（直通） 

選挙出前トークは、こんな事業です 

愛知県及び市町村の選挙管理委員会職員が県内の高等学校に赴き、選挙に関す

る話や模擬投票などを実施することにより、選挙の重要性を認識してもらうこと

を目的としています。 

今回の選挙出前トークでは、こんなことを行いました 

① 選挙制度や投票の意義等の説明

② 職員が候補者になって、生徒の前で立会演説

③ 本物の投票箱や投票記載台を用意し、実際の投票所を再現して行う

模擬投票

④ 投票用紙計数機を用いたデモンストレーション

選挙出前トークの様子は愛知県選挙管理委員会の 

ホームページでも紹介しています。

http://www.pref.aichi.jp/senkyo/

アンケートは裏面です

愛知県選挙管理委員会 作成 
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選挙出前トークのアンケート 

(○○学校 R○.○.○：ご家族用)

以下の問いに対して、ア、イ、ウのうちから 1つを選び「○」をつけてください。

１「選挙出前トーク」についてお子様とお話をされましたか。 

ア 話をした イ 話をしなかった

＊ 差し支えなければどんなことを話されたのか、書いてください。 

２「選挙出前トーク」はお子様のお役に立ちましたか。 

ア 役に立った イ 役に立たなかった ウ どちらともいえない

＊ 差し支えなければ理由を書いてください。 

３「選挙出前トーク」についてどう思われますか。 

ア 今後も続けた方が良い イ やめたほうが良い ウ どちらともいえない

＊ 差し支えなければ理由を書いてください。 

４「選挙出前トーク」について意見や要望などあれば書いてください。 

例：「選挙出前トーク」でこんなことを教えて欲しい、こんなことをやってはどうかなど。 

ご協力ありがとうございました。 
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